
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年11月12日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 176 福祉医療費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 令和５(2024)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市福祉医療費支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

220101　福祉医療費支給事業 みよし市福祉医療費支給条例に基づき医療費を支給す
 る。
各医療費の受給資格者に対して、医療費（保険適用分 愛知県福祉医療費支給事業補助金要綱に基づき補助金
）の自己負担額を支給する。 （補助率１／２）が交付される。
  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」
 

①利用者からの申請に基づき、受給者証を発行した。
R5年度に実施した具体的な ②受給者情報をシステム管理した。
事業の方法、手順、指標に対す ③医療機関からの請求に基づき、医療費を支給した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は

令

過去と比べ変化してい

和

るか (1)活動指標（

 

事務事業の活動量を表

6

す指標）

令和５(20

年

23)年度から福祉医

度

療費支給事業へ統合 名

（

称 単位
① 福祉医療費支

5

給件数（県費） 件
変 

年

化
② 福祉医療費支給件

度

数（市費） 件
内 容

対

実

象(この事業の対象、

施

範囲となる人、物) (

分

2)対象指標（対象の

）

大きさを表す指標）

①

事

18歳到達年度末まで

務

のこども、②学生、③

事

障がい者、④ひとり 名

業

称 単位
親家庭の母又は

目

父及びその児童、⑤後

的

期高齢者 ① みよし市人

評

口 人
②

目的(この事業

価

によって上記対象をど

表

のような状態にしたい

様

のか) (3)成果指標

式

（目的の達成度を示す

1

指標）

医療費に係る経

-

済的負担を軽減する 名

1

称 単位
① 福祉医療費支

記

給額（県費） 千円
② 福

入

祉医療費支給額（市費

日

） 千円

結果(上位基本

令

事業の意図) (4)結

和

果の成果指標（上位基

0

本事業の成果指標）

医

6

療費に関する不安を取

年

り除き、安心して医療

1

を受けてもらう 名称 単

1

位
① 福祉医療費受給者

月

数（県費） 人
② 福祉医

1

療費受給者数（市費）

2

人

事務事業の各種指標

日

の実績と見込及び目標

１

R4年度 R5年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

R8年度 R9年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

業

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
(1

現

)の ① 件 10,189

状

10,393 136,

　

327 148,597

Ｐ

148,597 148

Ｌ

,597 148,59

Ａ

7
活動指標 ② 件 104

Ｎ

,825 145,31

及

5 145,315 14

び

5,315 145,3

Ｄ

15
(2)の ① 人 71

Ｏ

1 750 61,375

事

61,380 61,9

務

38 62,219 62

事

,500
対象指標 ②
(

業

3)の ① 千円 33,3

名

91 34,138 47

N

7,747 511,1

o

90 511,190 5

.

11,190 511,

1

190
成果指標 ② 千円

7

251,820 351

6

,224 351,22

福

4 351,224 35

祉

1,224
(4)の結

医

果の ① 人 711 750

療

6,090 6,030

費

6,030 6,030

支

6,030
成果指標 ②

給

人 13,452 13,

事

186 8,218 8,

業

136 8,136 8,

政

136 8,136
予算

策

費目 会計 01 一般会

こ

計 款 03 項 01 目 05

の

コスト 年度 R4年度 R

事

5年度 R5年度 R6年

務

度 R7年度 R8年度 R

事

9年度
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

施

値 目標値
事業費(決算

策

又は予算額)Ａ 単位 3

の

3,771 662,7

位

88 745,128 8

置

23,181 823,

基

332 834,967

本

823,332

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 県支出

主

金 千円 15,061 1

管

88,238 195,

課

791 220,034

名

220,034 220

課

,034 220,03

長

4
 地方債 千円 0 0 0

名

0 0 0 0
 その他 千円

こ

3,359 73,78

の

3 89,125 80,

事

607 80,607 8

務

0,607 80,60

事

7
 一般財源 千円 15

業

,351 400,76

の

7 460,212 52

開

2,540 522,6

始

91 534,326 5

時

22,691
人件費Ｂ

期

千円 4,025 4,0

事

25 15,096 17

務

,445 17,445

区

17,445 17,4

分

45
正職員従事時間×

法

人数 時間×人 450×

定

2 450× 2 600×

受

5 725× 5 725×

託

5 725× 5 725×

事

5
正職員以外の人件費

務

千円 857 857 4,

自

536 4,685 4,

治

685 4,685 4,

事

685
その他の費用Ｃ

務

千円 404 404 1,

こ

399 1,399 1,

の

399 1,399 1,

事

399
トータルコスト

務

A+B+C 千円 38,

事

200 667,217

業

761,623 842

の

,025 842,17

根

6 853,811 84

拠

2,176
単位あたり

法

コスト ① 千円/人 53

令

.7 889.6 12.

事

4 13.7 13.6 1

業

3.7 13.5
（ﾄｰ

の

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

概

対象指標）② 千円/ 0

要

0 0 0 0 0 0

1

現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

名

）

必要はありませんか

N

？ ■ ない

有
効
性

財政へ

o

の負担が大きく、医療

.

費支給額の増加は望ま

1

しくない。また、医療

7

費支
今以上に事業の成

6

果を向上
給額が増加す

福

ることが、成果向上で

祉

あるとは言えない
させ

医

る方法を記入して下さ

療

い。 内　容
※(3)の

費

成果指標を向上させる

支

　ことはできますか？

給

医療費の負担は軽減さ

事

れている
目的達成状況

業

内　容

□民間への一部

２

委託 □民間への全部委

評

託
市関与の必要性 □指

価

定管理 □補助金・負担

　

金助成 ■市の直営
内　

Ｃ

容
　（実施手法） 愛知

Ｈ

県の福祉医療費支給制

Ｅ

度に準じて実施してい

Ｃ

る

効
率
性

令和５(20

Ｋ

23)年度から福祉医

目

療費支給事業へ統合
事

的

務事業の統廃合により

妥

、

事業の効率化を図り

当

、成果
内　容

を向上さ

性

せる方法を記入し

て下

こ

さい。

システムでの処

の

理が容易になれば、人

事

件費は削減すると考え

業

られる
現状より事業費

の

・人件費を

削減する方

必

法を記入して下

さい。

要

（仕様の変更、外部 内

性

　容
委託、従事時間の

は

削減等は

できないか？

薄

)

公
平
性

受益者負担に

れ

ついては、愛知県の福

て

祉医療支給制
□ ある ■

得

現状で適正
受益者負担

ら

はありますか？ 度の見

れ

直しの時に検討する
ま

て

た、受益者負担割合は

い

適 ■ ない □ 検討が必要

る

内　容
正ですか？

□ 受

い

益者がいない

３
改
革
改

ま

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特

せ

に意見はなし 特になし

ん

事業実施上の課題、住

か

民・議会等からの意見

。

意　見 対応策
と対応策

十

申請に基づき受給者証

分

を発行し、医 特になし

な

R6年度の事業計画は

成

前 変　更
療機関からの

果

請求により支払した
年

が

度から変更・追加は 前

理

年度 ・
あるか 追　加

今

　

後の事業・コスト・成

由

果の方向性 今後の事業

得

の方向性、改革・改善

ら

案
※今年度からの具体

れ

的な事業の進め方、手

て

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

ま

　　　□　拡大 令和６

す

(2024)年度から

か

子ども医療費の支給対

？

象を拡充
　　　　　　

得

　　　□　改善 し、高

ら

校生世代の通院費の支

れ

給を開始。
　　　　　

て

　　　　■　現状維持

い

持続可能な医療制度と

な

していくため、自己負

い

担や資格
　　　　　　

事

　　　□　縮小 要件等

業

の見直しを、愛知県の

進

福祉医療制度見直しや

展

他
　　　　　　　　　

等

□　統合 市町の状況等

に

を踏まえ、調査研究し

よ

ていく。
　　　　　　

る

　　　□　完了
　　　

環

　　　　　　□　廃止

境

・休止
コストの方向性

変

　　　　　　　　　→

化

　維持
成果の方向性
　

あ

　　　　　　　　↑　

る

増加

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 176 福祉医療費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

対象者の医療費の負担は軽減されている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象者を拡大すると、財政への負担が大きくなる
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す

様

（拡
その理由

大・縮小

式

）必要はありませ
■ な

1

い
んか？

医療費の自己

-

負担分を支給している

2

ため、拡充はない
事業

事

進展等による環境変化

務

□ ある
に伴い、目的を



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 181 療養給付費負担金事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)月４日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律　第９８条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者医療被保険者への医療療養給付費の一部を 後期高齢者医療療養給付費のうち２分の１を公費で負
、負担金として保険者である愛知県後期高齢者医療広 担し、公費のうち６分の１を市が負担（医療給付費全
域連合へ納付する 体の１２分の１に相当）する。
後期高齢者医療療養給付費（財源構成） 後期高齢者医療制度の健全運営のため必要な事業とな
・被保険者保険料・・・１割 っている
・後期高齢者支援金・・４割
・公費・・・・・・・・５割 → うち国・・・４／６
　　　　　　　　　　　　    　

令

　　県・・・１／６
　

和

　　　　　　　　　　

 

　　　　　　市・・・

6

１／６
「ＳＤＧｓの取

年

り組み：３」
愛知県後

度

期高齢者医療広域連合

（

からの請求に基づき、

5

当該年度の療養給付費

年

負担金
R5年度に実施

度

した具体的な の見込み

実

額と前年度分の精算額

施

を納付する
事業の方法

分

、手順、指標に対す  

）

る成果等

事務事業を取

事

り巻く状況は過去と比

務

べ変化しているか (1

事

)活動指標（事務事業

業

の活動量を表す指標）

目

療養費の増加に伴い、

的

負担金の納付額も上が

評

る 名称 単位
① 後期高齢

価

者医療療養費保険料納

表

付額 千円
変 化

②
内 

様

容

対象(この事業の対

式

象、範囲となる人、物

1

) (2)対象指標（対

-

象の大きさを表す指標

1

）

75歳以上の人 名称

記

単位
65歳から74歳

入

で一定の障がいを有す

日

る人 ① ７５歳以上の人

令

人
② 65歳から74歳

和

で一定の障がいを有す

0

る人 人

目的(この事業

7

によって上記対象をど

年

のような状態にしたい

0

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

月

指標）

療養費の負担を

0

通じて後期高齢者医療

8

保険制度を円滑に運用

日

する 名称 単位
① 後期高

１

齢者医療療養給付費負

事

担金額 千円
②

結果(上

務

位基本事業の意図) (

事

4)結果の成果指標（

業

上位基本事業の成果指

の

標）

安定した医療制度

現

のもとで、公平な負担

状

により、健康で安心し

　

て 名称 単位
暮らしても

Ｐ

らう ① 後期高齢者医療

Ｌ

被保険者数 人
② 後期高

Ａ

齢者医療保険料収納率

Ｎ

％

事務事業の各種指標

及

の実績と見込及び目標

び

R4年度 R5年度 R5

Ｄ

年度 R6年度 R7年度

Ｏ

R8年度 R9年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① 千円 645,0

名

18 672,754 6

N

80,777 717,

o

539 756,286

.

797,125 840

1

,170
活動指標 ②
(

8

2)の ① 人 6,054

1

6,132 6,430

療

6,777 7,143

養

7,529 7,935

給

対象指標 ② 人 189 1

付

97 176 186 19

費

6 207 218
(3)

負

の ① 千円 379,59

担

4 395,917 39

金

8,404 419,9

事

18 442,594 4

務

66,494 491,

政

685
成果指標 ②

(4

策

)の結果の ① 人 6,2

こ

43 6,352 6,6

の

06 6,963 7,3

事

39 7,735 8,1

務

53
成果指標 ② ％ 99

事

.8 99.8 99.7

業

99.8 99.8 99

施

.8 99.8
予算費目

策

会計 01 一般会計 款

の

03 項 01 目 08

コス

位

ト 年度 R4年度 R5年

置

度 R5年度 R6年度 R

基

7年度 R8年度 R9年

本

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

主

予算額)Ａ 単位 379

管

,594 398,40

課

4 401,379 44

名

3,354 443,3

課

54 443,354 4

長

43,354

財
源
内
訳

名

 国庫支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 県支出金

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 その他 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 一般財源

業

千円 379,594 3

の

98,404 401,

開

379 443,354

始

443,354 443

時

,354 443,35

期

4
人件費Ｂ 千円 1,6

事

00 1,600 1,2

務

32 1,232 1,2

区

32 1,232 1,2

分

32
正職員従事時間×

法

人数 時間×人 175×

定

2 175× 2 175×

受

2 175× 2 175×

託

2 175× 2 175×

事

2
正職員以外の人件費

務

千円 368 368 0 0

自

0 0 0
その他の費用Ｃ

治

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

事

ータルコストA+B+

務

C 千円 381,194

こ

400,004 402

の

,611 444,58

事

6 444,586 44

務

4,586 444,5

事

86
単位あたりコスト

業

① 千円/人 63 65.

の

2 62.6 65.6 6

根

2.2 59 56
（ﾄｰ

拠

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

法

対象指標）② 千円/人

令

2,016.9 2,0

事

30.5 2,287.

業

6 2,390.2 2,

の

268.3 2,147

概

.8 2,039.4

1

要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

負担金額が増加する

.

ことが、成果向上であ

1

るとは言えない
今以上

8

に事業の成果を向上

さ

1

せる方法を記入して下

療

さ

い。 内　容
※(3)

養

の成果指標を向上させ

給

る

　ことはできますか

付

？

目的は達成されてい

費

る
目的達成状況 内　容

負

□民間への一部委託 □

担

民間への全部委託
市関

金

与の必要性 □指定管理

事

□補助金・負担金助成

務

■市の直営
内　容

　（

２

実施手法） 高齢者の医

評

療の確保に関する法律

価

による

効
率
性

統廃合す

　

べき事務事業がない
事

Ｃ

務事業の統廃合により

Ｈ

、

事業の効率化を図り

Ｅ

、成果
内　容

を向上さ

Ｃ

せる方法を記入し

て下

Ｋ

さい。

高齢者の医療の

目

確保に関する法律によ

的

る
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

高齢者の医療の確

業

保に関する法律による

の

□ ある ■ 現状で適正
受

必

益者負担はありますか

要

？

また、受益者負担割

性

合は適 ■ ない □ 検討が

は

必要 内　容
正ですか？

薄

□ 受益者がいない

３
改

れ

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

て

Ｎ

特に意見はない 特に

得

ない
事業実施上の課題

ら

、住 　
民・議会等から

れ

の意見 意　見 対応策
と

て

対応策

広域連合からの

い

請求に基づき、支払 特

る

にない
R6年度の事業

い

計画は前 変　更
う

年度

ま

から変更・追加は 前年

せ

度 ・
あるか 追　加

今後

ん

の事業・コスト・成果

か

の方向性 今後の事業の

。

方向性、改革・改善案

十

※今年度からの具体的

分

な事業の進め方、手段

な

の見直し等、各方向性

成

の内容

　　　　　　　

果

　　□　拡大 持続可能

が

な社会保障制度の確立

理

を図るための改革の推

　

　　　　　　　　　□

由

　改善 進に関する法律

得

に基づく、医療保険制

ら

度改革の実施状
　　　

れ

　　　　　　■　現状

て

維持 況等を踏まえなが

い

ら、国や愛知県の高齢

ま

者医療制度見
　　　　

す

　　　　　□　縮小 直

か

しに合わせて検討する

？

　　　　　　　　　□

得

　統合
　　　　　　　

ら

　　□　完了
　　　　

れ

　　　　　□　廃止・

て

休止
コストの方向性
　

い

　　　　　　　　→　

な

維持
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

事

持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 181 療養給付費負担金事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者の医療制度に必要であり、役割を果たしているから
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者の医療の確保に関する法律によるため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

高齢者の医療の確

2

保に関する法律による

事

ため
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 182 後期高齢者医療健康診査事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 後期高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

健康増進法に基づき健康診査事業を行い、生活習慣病 愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関す
の早期発見・早期治療につなげ、健康づくりの推進を る条例により市が健康診査を受託している。
図る。この事業には特定健診等追加項目(24年度まで 後期高齢者の糖尿病等生活習慣病やフレイル等の健康
）、肝炎ウイルス検診、節目歯科健診、70歳歯科健診 リスクを早期に発見し、重症化の予防を図るため実施
、成人歯科健診、胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺 している。
がん・子宮頸がん・乳

令

がんの各がん検診と骨

和

密度検診
、39歳以下

 

の健診、健康診査（生

6

活保護受給者等）が
含

年

まれる。
 
「ＳＤＧｓ

度

の取り組み：3」
①対

（

象者へ問診票健診票の

5

送付をした
R5年度に

年

実施した具体的な ②市

度

内の指定医療機関で健

実

診を実施した
事業の方

施

法、手順、指標に対す

分

③適切な健康状態の把

）

握に努めてもらうため

事

、本人へ健診結果を通

務

知した
る成果等 ④低栄

事

養防止事業と健康状態

業

不明者把握事業として

目

、対象者に個別に指導

的

した
⑤地域の通いの場

評

で、フレイルに関する

価

知識の普及を行った

事

表

務事業を取り巻く状況

様

は過去と比べ変化して

式

いるか (1)活動指標

1

（事務事業の活動量を

-

表す指標）

後期高齢者

1

医療被保険者の増加 名

記

称 単位
① 後期高齢者医

入

療健康診査受診者数 人

日

変 化
②

内 容

対象(

令

この事業の対象、範囲

和

となる人、物) (2)

0

対象指標（対象の大き

6

さを表す指標）

75歳

年

以上の人 名称 単位
65

0

歳から74歳で一定の

5

障がいを有する人 ① ７

月

５歳以上の人 人
② 65

1

歳から74歳で一定の

7

障がいを有する人 人

目

日

的(この事業によって

１

上記対象をどのような

事

状態にしたいのか) (

務

3)成果指標（目的の

事

達成度を示す指標）

健

業

康診断を受診すること

の

で疾病等を早期発見す

現

る。また、健康相 名称

状

単位
談や健康指導によ

　

り、生活習慣病などの

Ｐ

早期予防を図る ① 後期

Ｌ

高齢者医療健康診査受

Ａ

診率 ％
②

結果(上位基

Ｎ

本事業の意図) (4)

及

結果の成果指標（上位

び

基本事業の成果指標）

Ｄ

安定した医療制度のも

Ｏ

とで、公平な負担によ

事

り、健康で安心して 名

務

称 単位
暮らしてもらう

事

① 後期高齢者医療被保

業

険者数 人
② 後期高齢者

名

医療保険料収納率 ％

事

N

務事業の各種指標の実

o

績と見込及び目標

R4

.

年度 R5年度 R5年度

1

R6年度 R7年度 R8

8

年度 R9年度
指標 ＼

2

 年度 単位
実績値 計画

後

値 実績値 計画値 目標値

期

目標値 目標値
(1)の

高

① 人 1,833 2,2

齢

68 2,032 2,1

者

42 2,258 2,3

医

80 2,509
活動指

療

標 ②
(2)の ① 人 6,

健

054 6,132 6,

康

430 6,777 7,

診

143 7,529 7,

査

935
対象指標 ② 人 1

事

89 197 176 18

業

6 196 207 218

政

(3)の ① ％ 31 37

策

32.5 37 37 37

こ

37
成果指標 ②

(4)

の

の結果の ① 人 6,24

事

3 6,352 6,60

務

6 6,963 7,33

事

9 7,735 8,15

業

3
成果指標 ② ％ 99.

施

3 99.6 99.3 9

策

9.8 99.8 99.

の

8 99.8
予算費目 会

位

計 01 一般会計 款 0

置

3 項 01 目 08

コスト

基

年度 R4年度 R5年度

本

R5年度 R6年度 R7

事

年度 R8年度 R9年度

業

実績値 計画値 実績値 計

主

画値 目標値 目標値 目標

管

値
事業費(決算又は予

課

算額)Ａ 単位 25,5

名

62 35,459 27

課

,380 34,898

長

33,342 33,3

名

42 33,342

財
源

こ

内
訳

 国庫支出金 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
 地方債 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 その他 千円

業

22,489 29,2

の

48 24,490 30

開

,006 29,208

始

29,208 29,2

時

08
 一般財源 千円 3

期

,073 6,211 2

事

,890 4,892 4

務

,134 4,134 4

区

,134
人件費Ｂ 千円

分

4,205 4,205

法

9,445.5 9,4

定

45.5 9,445.

受

5 9,445.5 9,

託

445.5
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 3

務

75× 3 375× 3 1

自

,062× 2 1,06

治

2× 2 1,062× 2

事

1,062× 2 1,0

務

62× 2
正職員以外の

こ

人件費 千円 245 24

の

5 1,969 1,96

事

9 1,969 1,96

務

9 1,969
その他の

事

費用Ｃ 千円 142 14

業

2 623 623 623

の

623 623
トータル

根

コストA+B+C 千円

拠

29,909 39,8

法

06 37,448.5

令

44,966.5 43

事

,410.5 43,4

業

10.5 43,410

の

.5
単位あたりコスト

概

① 千円/人 4.9 6.

要

5 5.8 6.6 6.1

現

5.8 5.5
（ﾄｰﾀ

在

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

の

象指標）② 千円/人 1

状

58.2 202.1 2

況

12.8 241.8 2

と

21.5 209.7 1

こ

99.1

1

の事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ない
んか？

事業の目的

業

を鑑みると、環境変化

名

に伴って目的は左右さ

N

れないため、
事業進展

o

等による環境変化 □ あ

.

る
見直しは必要ないも

1

のとする
に伴い、目的

8

を見直す（目
その理由

2

的の追加・拡充又は絞

後

込）

必要はありません

期

か？ ■ ない

有
効
性

受診

高

件数の増加に伴い、市

齢

民の健康意識が図られ

者

、疾病の早期治療につ

医

ながる
今以上に事業の

療

成果を向上
。

させる方

健

法を記入して下さ

い。

康

内　容
※(3)の成果

診

指標を向上させる

　こ

査

とはできますか？

計画

事

どおり実施できた。
目

業

的達成状況 内　容

□民

２

間への一部委託 □民間

評

への全部委託
市関与の

価

必要性 □指定管理 ■補

　

助金・負担金助成 □市

Ｃ

の直営
内　容

　（実施

Ｈ

手法） 市の直営で実施

Ｅ

するべき事業

効
率
性

事

Ｃ

務の効率性を鑑み、統

Ｋ

合はできない。
事務事

目

業の統廃合により、

事

的

業の効率化を図り、成

妥

果
内　容

を向上させる

当

方法を記入し

て下さい

性

。

事務内容を鑑みると

こ

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

事

削減する方法を記入し

業

て下

さい。（仕様の変

の

更、外部 内　容
委託、

必

従事時間の削減等は

で

要

きないか？)

公
平
性

平

性

成25（2013）年

は

度に自己負担金の見直

薄

しを行い
■ ある □ 現状

れ

で適正
受益者負担はあ

て

りますか？ 、一部変更

得

している。社会情勢に

ら

合わせ、定期的
また、

れ

受益者負担割合は適 □

て

ない ■ 検討が必要 内　

い

容 な見直しが必要。
正

る

ですか？
□ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ま

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　健康診査

せ

の受診率が低く、生活

ん

習 令和元(2019)

か

年度から、未受診者へ

。

事業実施上の課題、住

十

慣病の早期発見が難し

分

い状況となっ 勧奨はが

な

きを作成し通知してい

成

る。
民・議会等からの

果

意見 意　見 ている。 対

が

応策 保健事業と介護予

理

防を一体的に実施
と対

　

応策 　後期高齢者が増

由

加傾向のため介護 し、

得

受診率の向上と介護予

ら

防を図る
予防対策が必

れ

要。 。
フレイルリスク

て

が高い対象者を絞り 受

い

入れ枠を広げ体力測定

ま

実施。さら
R6年度の

す

事業計画は前 変　更
、

か

17人に体力測定を含

？

む運動を主体 にリスク

得

が高い対象者にはフォ

ら

ロー
年度から変更・追

れ

加は 前年度 ・
としたフ

て

レイル予防教室を実施

い

。 教室実施。また薬剤

な

重複処方者には
あるか

い

追　加
個別支援を実施

事

。

今後の事業・コスト

業

・成果の方向性 今後の

進

事業の方向性、改革・

展

改善案
※今年度からの

等

具体的な事業の進め方

に

、手段の見直し等、各

よ

方向性の内容

　　　　

る

　　　　　□　拡大 　

環

健診の受診率を向上さ

境

せ、「健康寿命」の延

変

伸を図
　　　　　　　

化

　　□　改善 る。また

あ

生活習慣病等の重症化

る

予防事業を拡大し、医

に

　　　　　　　　　■

伴

　現状維持 療費の抑制

い

を図る。
　　　　　　

、

　　　□　縮小
　　　

対

　　　　　　□　統合

象

　　　　　　　　　□

を

　完了
　　　　　　　

見

　　□　廃止・休止
コ

直

ストの方向性
　　　　

す

　　　　　→　維持
成

（

果の方向性
　　　　　

拡

　　　　↑　増加

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 182 後期高齢者医療健康診査事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

健康増進法に基づき、健康診査を実施することで、疾病の早
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

期発見や予防ができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って

様

対象は左右されないた

式

め、
事業進展等による

1

環境変化
□ ある 見直し

-

は必要ないものとする

2

。
に伴い、対象を見直

事

す（拡
その理由

大・縮

務

小）必要はありませ
■



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 205 献血推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和31(1956)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

血液事業は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関 「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」
する法律に基づき、昭和39(1964)年8月に閣議決定後 第９条の基本方針及び第１０条の献血推進計画により
、全ての血液製剤を国内自給するとともに安全性を高 、愛知県献血推進協議会における献血推進に関する計
めるため、昭和61(1986)年に200ml献血に加え400ml献 画で献血者数の目標を定め、200ml、400ml献血を実施
血、成分献血を導入するなど献血事業を推進してきた している。

令

。 本市においては献血

和

に関する愛知県赤十字

 

血液センタ
 ーとの調

6

整を図り、実施前に広

年

報活動を行い、みよし

度

「ＳＤＧｓの取り組み

（

：3」 市在住在勤の人

5

に献血会場に来てもら

年

い、献血会場に
おいて

度

安全な献血を実施して

実

いる。
県内で使用する

施

血液を県内でまかなう

分

必要がある。
愛知県献

）

血推進計画に基づき、

事

みよし市の献血開催日

務

程を調整し、広報やホ

事

ームペ
R5年度に実施

業

した具体的な ージで周

目

知する。
事業の方法、

的

手順、指標に対す 献血

評

当日は、献血者に対し

価

安全な献血を行う。
る

表

成果等

事務事業を取り

様

巻く状況は過去と比べ

式

変化しているか (1)

1

活動指標（事務事業の

-

活動量を表す指標）

安

1

全な献血を確保するた

記

め、保険証等で本人確

入

認を求める 名称 単位
①

日

献血開催回数 回
変 化

令

② 広報、ホームページ

和

等による周知回数 回
内

0

 容

対象(この事業の

6

対象、範囲となる人、

年

物) (2)対象指標（

0

対象の大きさを表す指

5

標）

16歳から69歳

月

までの献血への協力意

1

思のある市民 名称 単位

4

① 16歳から69歳ま

日

での市民 人
②

目的(こ

１

の事業によって上記対

事

象をどのような状態に

務

したいのか) (3)成

事

果指標（目的の達成度

業

を示す指標）

献血の協

の

力、献血理念の普及へ

現

の理解を深めてもらう

状

名称 単位
① 献血受付者

　

数 人
② 献血実施者数 人

Ｐ

結果(上位基本事業の

Ｌ

意図) (4)結果の成

Ａ

果指標（上位基本事業

Ｎ

の成果指標）

安心して

及

暮らすことができる医

び

療体制を提供する 名称

Ｄ

単位
① 献血者数 人
②

事

Ｏ

務事業の各種指標の実

事

績と見込及び目標

R4

務

年度 R5年度 R5年度

事

R6年度 R7年度 R8

業

年度 R9年度
指標 ＼

名

 年度 単位
実績値 計画

N

値 実績値 計画値 目標値

o

目標値 目標値
(1)の

.

① 回 2 2 2 2 2 2 2
活

2

動指標 ② 回 2 3 2 3 3

0

3 3
(2)の ① 人 42

5

,176 43,239

献

42,852 43,3

血

45 43,061 42

推

,828 43,111

進

対象指標 ②
(3)の ①

事

人 2,594 3,40

業

0 2,858 3,40

政

0 3,400 3,40

策

0 3,400
成果指標

こ

② 人 2,283 3,1

の

50 2,532 3,2

事

00 3,250 3,2

務

50 3,250
(4)

事

の結果の ① 人 2,28

業

3 3,150 2,53

施

2 3,200 3,25

策

0 3,250 3,25

の

0
成果指標 ②

予算費目

位

会計 01 一般会計 款

置

04 項 01 目 01

コス

基

ト 年度 R4年度 R5年

本

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度 R9年

業

度
実績値 計画値 実績値

主

計画値 目標値 目標値 目

管

標値
事業費(決算又は

課

予算額)Ａ 単位 54 2

名

68 57 247 247

課

247 247

財
源
内
訳

長

 国庫支出金 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 県支出金

こ

千円 0 105 0 105

の

105 105 105
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 その他 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 一般財源

業

千円 54 163 57 1

の

42 142 142 14

開

2
人件費Ｂ 千円 528

始

528 528 528 5

時

28 528 528
正職

期

員従事時間×人数 時間

事

×人 150× 1 150

務

× 1 150× 1 150

区

× 1 150× 1 150

分

× 1 150× 1
正職員

法

以外の人件費 千円 0 0

定

0 0 0 0 0
その他の費

受

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

託

0
トータルコストA+

事

B+C 千円 582 79

務

6 585 775 775

自

775 775
単位あた

治

りコスト ① 千円/人 0

事

0 0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀ

務

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

こ

象指標）② 千円/ 0 0

の

0 0 0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境変化に伴って目的は

業

左右されないため、見

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
直しは必要

o

ないものとする。
に伴

.

い、目的を見直す（目

2

その理由
的の追加・拡

0

充又は絞込）

必要はあ

5

りませんか？ ■ ない

有

献

効
性

愛知県献血推進協

血

議会の推進計画に基づ

推

き事業を進めているた

進

め、市の判断だ
今以上

事

に事業の成果を向上
け

業

で推進することは難し

２

い。
させる方法を記入

評

して下さ

い。 内　容
※

価

(3)の成果指標を向

　

上させる

　ことはでき

Ｃ

ますか？

献血協力者が

Ｈ

増えた。
目的達成状況

Ｅ

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｋ

託
市関与の必要性 □指

目

定管理 □補助金・負担

的

金助成 ■市の直営
内　

妥

容
　（実施手法） 市の

当

直営で実施するべき事

性

業

効
率
性

事業内容を鑑

こ

みると、統廃合による

の

事業の効率化又は成果

事

の向上は難しい。
事務

業

事業の統廃合により、

の

事業の効率化を図り、

必

成果
内　容

を向上させ

要

る方法を記入し

て下さ

性

い。

事務内容を鑑みる

は

と、削減は難しい。
現

薄

状より事業費・人件費

れ

を

削減する方法を記入

て

して下

さい。（仕様の

得

変更、外部 内　容
委託

ら

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

直接的な受益者はいな

い

いため
□ ある □ 現状で

る

適正
受益者負担はあり

い

ますか？

また、受益者

ま

負担割合は適 □ ない □

せ

検討が必要 内　容
正で

ん

すか？
■ 受益者がいな

か

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

。

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

献血協力者数

十

の伸び悩み 広報やホー

分

ムページを利用した啓

な

発
事業実施上の課題、

成

住 の実施
民・議会等か

果

らの意見 意　見 対応策

が

と対応策

安全な血液製

理

剤の安定供給の確保を

　

継続して実施するため

由

、前年度と同
R6年度

得

の事業計画は前 変　更

ら

図る 様・同規模で実施

れ

年度から変更・追加は

て

前年度 ・
あるか 追　加

い

今後の事業・コスト・

ま

成果の方向性 今後の事

す

業の方向性、改革・改

か

善案
※今年度からの具

？

体的な事業の進め方、

得

手段の見直し等、各方

ら

向性の内容

　　　　　

れ

　　　　□　拡大 本格

て

的な少子高齢化社会を

い

迎え、より広い年齢層

な

によ
　　　　　　　　

い

　□　改善 る献血の協

事

力体制が必要となる。

業

　　　　　　　　　■

進

　現状維持
　　　　　

展

　　　　□　縮小
　　

等

　　　　　　　□　統

に

合
　　　　　　　　　

よ

□　完了
　　　　　　

る

　　　□　廃止・休止

環

コストの方向性
　　　

境

　　　　　　→　維持

変

成果の方向性
　　　　

化

　　　　　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 205 献血推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

本格的な少子高齢化社会を迎え、より広い年齢層による献血
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の協力体制が必要。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展

様

等による環境変化
□ あ

式

る 見直しは必要ないも

1

のとする。
に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

事

務

業内容を鑑みると、環



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 206 救急医療対策推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成9(1997)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民の安全で安心できる医療体制の一環として、休日 豊田市が事務処理団体となり、救急事業実施病院に補
夜間等の救急医療体制を確保するため、西三河北部医 助金を支払っている。みよし市は人口割（令和３(202
療圏の構成市（豊田市、みよし市）で救急医療対策事 1)年度負担割合：みよし市12.7％、豊田市87.3％）に
業を行う。 より豊田市に負担金を支払っている。
 休日夜間の小児救急医療の現状は医師不足により、安
「ＳＤＧｓの取り組み：１，３」 定運営に支障をきたしており、救急事業実施病院の安

定運営が必要となっている。

救急

令

医療対策事業、救急医

和

療情報システム事業に

 

対する負担金の支出を

6

行う
R5年度に実施し

年

た具体的な
事業の方法

度

、手順、指標に対す
る

（

成果等

事務事業を取り

5

巻く状況は過去と比べ

年

変化しているか (1)

度

活動指標（事務事業の

実

活動量を表す指標）

休

施

日・夜間での救急診療

分

のニーズが高い 名称 単

）

位
① 休日診療のべ日数

事

日
変 化

②
内 容

対象

務

(この事業の対象、範

事

囲となる人、物) (2

業

)対象指標（対象の大

目

きさを表す指標）

市民

的

名称 単位
① 人口 人
②

目

評

的(この事業によって

価

上記対象をどのような

表

状態にしたいのか) (

様

3)成果指標（目的の

式

達成度を示す指標）

市

1

民が休日、夜間でも救

-

急医療を受けられるこ

1

とで安心感が高ま 名称

記

単位
る ① 休日救急内科

入

診療利用者数 人
②

結果

日

(上位基本事業の意図

令

) (4)結果の成果指

和

標（上位基本事業の成

0

果指標）

安心して暮ら

6

すことができる医療体

年

制を提供する 名称 単位

0

① 小児救急医療機関 機

5

関
② 救命救急医療機関

月

機関

事務事業の各種指

1

標の実績と見込及び目

4

標

R4年度 R5年度 R

日

5年度 R6年度 R7年

１

度 R8年度 R9年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
(

業

1)の ① 日 1,062

の

1,062 1,062

現

1,062 1,062

状

1,062 1,062

　

活動指標 ②
(2)の ①

Ｐ

人 61,218 61,

Ｌ

375 61,375 6

Ａ

1,380 61,93

Ｎ

8 62,219 62,

及

500
対象指標 ②
(3

び

)の ① 人 2,027 2

Ｄ

,500 4,087 4

Ｏ

,100 4,200 4

事

,300 4,400
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① 機関 2 2 2 2 2 2

業

2
成果指標 ② 機関 1 1

名

1 1 1 1 1
予算費目 会

N

計 01 一般会計 款 0

o

4 項 01 目 01

コスト

.

年度 R4年度 R5年度

2

R5年度 R6年度 R7

0

年度 R8年度 R9年度

6

実績値 計画値 実績値 計

救

画値 目標値 目標値 目標

急

値
事業費(決算又は予

医

算額)Ａ 単位 19,1

療

82 19,214 19

対

,337 19,384

策

19,384 19,3

推

84 19,384

財
源

進

内
訳

 国庫支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 県支

業

出金 千円 0 0 0 0 0 0

政

0
 地方債 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
 その他 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
 一般

の

財源 千円 19,182

事

19,214 19,3

務

37 19,384 19

事

,384 19,384

業

19,384
人件費Ｂ

施

千円 281.6 281

策

.6 281.6 281

の

.6 281.6 281

位

.6 281.6
正職員

置

従事時間×人数 時間×

基

人 80× 1 80× 1 8

本

0× 1 80× 1 80×

事

1 80× 1 80× 1
正

業

職員以外の人件費 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
その他

管

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
トータルコスト

名

A+B+C 千円 19,

課

463.6 19,49

長

5.6 19,618.

名

6 19,665.6 1

こ

9,665.6 19,

の

665.6 19,66

事

5.6
単位あたりコス

務

ト ① 千円/人 0.3 0

事

.3 0.3 0.3 0.

業

3 0.3 0.3
（ﾄｰ

の

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

開

対象指標）② 千円/ 0

始

0 0 0 0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

め
事業進展等による環

業

境変化 □ ある
に伴い、

名

目的を見直す（目
その

N

理由
的の追加・拡充又

o

は絞込）

必要はありま

.

せんか？ ■ ない

有
効
性

2

救急医療体制を充実す

0

る
今以上に事業の成果

6

を向上

させる方法を記

救

入して下さ

い。 内　容

急

※(3)の成果指標を

医

向上させる

　ことはで

療

きますか？

目的は達成

対

されている
目的達成状

策

況 内　容

□民間への一

推

部委託 □民間への全部

進

委託
市関与の必要性 □

事

指定管理 □補助金・負

業

担金助成 ■市の直営
内

２

　容
　（実施手法） 市

評

の直営で実施するべき

価

事業

効
率
性

事務の効率

　

性を鑑みると、統合は

Ｃ

適さない。
事務事業の

Ｈ

統廃合により、

事業の

Ｅ

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｋ

を記入し

て下さい。

事

目

務内容を鑑みると、削

的

減は難しい。
現状より

妥

事業費・人件費を

削減

当

する方法を記入して下

性

さい。（仕様の変更、

こ

外部 内　容
委託、従事

の

時間の削減等は

できな

事

いか？)

公
平
性

直接的

業

な受益者はいないため

の

□ ある □ 現状で適正
受

必

益者負担はありますか

要

？

また、受益者負担割

性

合は適 □ ない □ 検討が

は

必要 内　容
正ですか？

薄

■ 受益者がいない

３
改

れ

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

て

Ｎ

小児科医師の不足 医

得

師会等関係機関と協議

ら

する
事業実施上の課題

れ

、住
民・議会等からの

て

意見 意　見 対応策
と対

い

応策

救急医療体制を維

る

持して市民が安心 継続

い

して実施するため、前

ま

年度と同
R6年度の事

せ

業計画は前 変　更
して

ん

暮らすことができる医

か

療体制を 様・同規模で

。

実施。
年度から変更・

十

追加は 前年度 ・
提供す

分

る
あるか 追　加

今後の

な

事業・コスト・成果の

成

方向性 今後の事業の方

果

向性、改革・改善案
※

が

今年度からの具体的な

理

事業の進め方、手段の

　

見直し等、各方向性の

由

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 西三河北部

ら

医療圏の構成市（豊田

れ

市、みよし市）で救
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善 急医療体制を維持

ま

する。
　　　　　　　

す

　　■　現状維持
　　

か

　　　　　　　□　縮

？

小
　　　　　　　　　

得

□　統合
　　　　　　

ら

　　　□　完了
　　　

れ

　　　　　　□　廃止

て

・休止
コストの方向性

い

　　　　　　　　　→

な

　維持
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

事

維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 206 救急医療対策推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

救急医療体制を確保している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右されないため、
事業進展等による環境変化

□ ある 見直しは

様

必要ないものとする。

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

救急医療体制

事

を確保するため、とい

務

う目的に変化はないた



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 207 市民病院負担金事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和52(1977)年9月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方公営企業法第17条の2に基づく

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地方公営企業法第17条の2に基づく救急医療の確保、 地方公営企業法第17条の2に基づき、市民に対し、よ
保健衛生業務、建設改良費等の一般会計負担分を支払 り利便性の高い医療を提供するためにも負担金は必要
っている。 である。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：１，３」

事業の健全運営のため救急事業費負担金、保健事業費負担金、企業債償還金（元金
R5年度に実施した具体的な 償還金・利子償還金）、建設改良費負担金、リハビリ医療費負担金、経営安定化負
事業の方法、手順、指標に対す 担金等を市民病院へ負担金と

令

して支払う事業費
る成

和

果等

事務事業を取り巻

 

く状況は過去と比べ変

6

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

変化

（

していない 名称 単位
①

5

負担金の支払い回数 回

年

変 化
② 市民病院利用

度

者数 人
内 容

対象(こ

実

の事業の対象、範囲と

施

なる人、物) (2)対

分

象指標（対象の大きさ

）

を表す指標）

市民 名称

事

単位
① 人口 人
②

目的(

務

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

業

にしたいのか) (3)

目

成果指標（目的の達成

的

度を示す指標）

市民病

評

院の経営安定化を図る

価

名称 単位
① 市民病院負

表

担金の割合 ％
② 市民病

様

院の歳入予算額 千円

結

式

果(上位基本事業の意

1

図) (4)結果の成果

-

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

安心して暮

記

らすことができる医療

入

体制を提供する 名称 単

日

位
① 利用者数（外来）

令

人
② 利用者数（入院）

和

人

事務事業の各種指標

0

の実績と見込及び目標

6

R4年度 R5年度 R5

年

年度 R6年度 R7年度

0

R8年度 R9年度
指標

5

 ＼ 年度 単位
実績値

月

計画値 実績値 計画値 目

1

標値 目標値 目標値
(1

4

)の ① 回 4 4 4 4 4 4

日

4
活動指標 ② 人 105

１

,947 105,94

事

7 112,630 10

務

5,947 105,9

事

47 105,947 1

業

05,947
(2)の

の

① 人 61,218 61

現

,218 61,375

状

61,380 61,9

　

38 61,219 62

Ｐ

,500
対象指標 ②
(

Ｌ

3)の ① ％ 24 24 2

Ａ

2 22 22 22 22
成

Ｎ

果指標 ② 千円 3,39

及

4,766 3,394

び

,766 4,270,

Ｄ

106 4,270,1

Ｏ

06 4,270,10

事

6 4,270,106

務

4,270,106
(

事

4)の結果の ① 人 71

業

,945 71,945

名

77,564 77,5

N

64 77,564 77

o

,564 77,564

.

成果指標 ② 人 34,0

2

02 34,002 35

0

,066 35,066

7

35,066 35,0

市

66 35,066
予算

民

費目 会計 01 一般会

病

計 款 04 項 01 目 01

院

コスト 年度 R4年度 R

負

5年度 R5年度 R6年

担

度 R7年度 R8年度 R

金

9年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

政

又は予算額)Ａ 単位 8

策

60,045 968,

こ

639 930,869

の

1,112,472 9

事

71,235 1,06

務

2,940 1,022

事

,082

財
源
内
訳

 国

業

庫支出金 千円 0 0 0 0

施

0 0 0
 県支出金 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
 地方

の

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 その他 千円 0 0 0 0

置

0 0 0
 一般財源 千円

基

860,045 968

本

,639 930,86

事

9 1,112,472

業

971,235 1,0

主

62,940 1,02

管

2,082
人件費Ｂ 千

課

円 352 352 352

名

352 352 352 3

課

52
正職員従事時間×

長

人数 時間×人 100×

名

1 100× 1 100×

こ

1 100× 1 100×

の

1 100× 1 100×

事

1
正職員以外の人件費

務

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

事

の他の費用Ｃ 千円 0 3

業

12 0 0 0 0 0
トータ

の

ルコストA+B+C 千

開

円 860,397 96

始

9,303 931,2

時

21 1,112,82

期

4 971,587 1,

事

063,292 1,0

務

22,434
単位あた

区

りコスト ① 千円/人 1

分

4.1 15.8 15.

法

2 18.1 15.7 1

定

7.4 16.4
（ﾄｰ

受

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

託

対象指標）② 千円/ 0

事

0 0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

■ ない
んか？

事業内容

業

を鑑みると、環境変化

名

に伴って目的は左右さ

N

れないため、見
事業進

o

展等による環境変化 □

.

ある
直しは必要ないも

2

のとする。
に伴い、目

0

的を見直す（目
その理

7

由
的の追加・拡充又は

市

絞込）

必要はありませ

民

んか？ ■ ない

有
効
性

地

病

方公営企業法にのっと

院

り今後も経営の効率化

負

を図っていく
今以上に

担

事業の成果を向上

させ

金

る方法を記入して下さ

事

い。 内　容
※(3)の

業

成果指標を向上させる

２

　ことはできますか？

評

市民病院の経営安定化

価

に寄与している
目的達

　

成状況 内　容

□民間へ

Ｃ

の一部委託 □民間への

Ｈ

全部委託
市関与の必要

Ｅ

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｋ

営
内　容

　（実施手法

目

） 市の直営で実施する

的

べき事業

効
率
性

事務事

妥

業の統廃合は困難
事務

当

事業の統廃合により、

性

事業の効率化を図り、

こ

成果
内　容

を向上させ

の

る方法を記入し

て下さ

事

い。

地方公営企業法に

業

のっとり将来計画をた

の

て負担金は一定額削減

必

していく
現状より事業

要

費・人件費を

削減する

性

方法を記入して下

さい

は

。（仕様の変更、外部

薄

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

診療報酬点

得

数による
■ ある ■ 現状

ら

で適正
受益者負担はあ

れ

りますか？

また、受益

て

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

る

ですか？
□ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ま

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

負担金の中

せ

で、法定外の負担金が

ん

高 みよし市民病院は、

か

平成19(2007)

。

年
事業実施上の課題、

十

住 額であることが指摘

分

された。 度から地方公

な

営企業法を全部適用し

成

民・議会等からの意見

果

意　見 対応策 、経営に

が

ついても責任を明確に

理

する
と対応策 。

地方公

　

営企業法の経費の内、

由

法17条 継続して実施

得

するため、前年度と同

ら

R6年度の事業計画は

れ

前 変　更
の2に基づき

て

一般会計予算により負

い

様・同規模で実施。
年

ま

度から変更・追加は 前

す

年度 ・
担している

ある

か

か 追　加

今後の事業・

？

コスト・成果の方向性

得

今後の事業の方向性、

ら

改革・改善案
※今年度

れ

からの具体的な事業の

て

進め方、手段の見直し

い

等、各方向性の内容

　

な

　　　　　　　　■　

い

拡大 市民が必要とする

事

医療サービスを地域完

業

結型で提供す
　　　　

進

　　　　　□　改善 る

展

ために、地域の中心的

等

医療機関として、広く

に

深くそ
　　　　　　　

よ

　　□　現状維持 の医

る

療体制を整備していく

環

。
　　　　　　　　　

境

□　縮小
　　　　　　

変

　　　□　統合
　　　

化

　　　　　　□　完了

あ

　　　　　　　　　□

る

　廃止・休止
コストの

に

方向性
　　　　　　　

伴

　　↓　減少
成果の方

い

向性
　　　　　　　　

、

　→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 207 市民病院負担金事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地方公営企業法の経費の内、法17条の2に基づき一般会計予
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

算等により負担するものと規定されている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴っ

様

て対象は左右されない

式

ため、
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある 見直

-

しは必要ないものとす

2

る。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月14日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 186 未熟児養育医療給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２５(2013)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市母子保健法施行細則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

身体の発達が未熟のまま出生し、生活能力が特に薄弱 みよし市未熟児養育医療給付実施要綱により給付する
で保育器を使用するなど入院養育が必要な乳児で、指 ものであり、未熟児養育医療費等国庫負担金交付要綱
定養育医療機関の医師が入院養育を必要と認めたもの 及び愛知県未熟児養育医療給付費負担金交付要綱に基
について、その治療に必要な医療費を公費で負担する づき補助金（補助率：国＝１／２、県＝１／４）が交
。 付される。こどもの福祉向上を図るために必要な事業
地域主権戦略大綱に基づく「地域の自主性及

令

び自立性 となっている

和

を高めるための改革の

 

推進を図るための関係

6

法律の整
備に関する法

年

律」の施行により、平

度

成25(2013)年

（

度に
愛知県からの権限

5

委譲により市町村事務

年

となった
「ＳＤＧｓの

度

取り組み：３」
①利用

実

者からの申請に基づき

施

養育医療券の発行をし

分

た
R5年度に実施した

）

具体的な ②受給者デー

事

タの管理をした
事業の

務

方法、手順、指標に対

事

す ③国保連等からの請

業

求に基づく支払事務を

目

した
る成果等

事務事業

的

を取り巻く状況は過去

評

と比べ変化しているか

価

(1)活動指標（事務

表

事業の活動量を表す指

様

標）

医療の進歩 名称 単

式

位
① 未熟児養育医療費

1

助成件数 件
変 化

②
内

-

 容

対象(この事業の

1

対象、範囲となる人、

記

物) (2)対象指標（

入

対象の大きさを表す指

日

標）

指定養育医療機関

令

の医師が入院養育を必

和

要と認めた乳児 名称 単

0

位
① 未熟児養育医療に

6

該当する乳児 人
②

目的

年

(この事業によって上

0

記対象をどのような状

5

態にしたいのか) (3

月

)成果指標（目的の達

1

成度を示す指標）

医療

4

費にかかる経済的負担

日

を軽減する 名称 単位
①

１

未熟児養育医療費支給

事

総額 千円
②

結果(上位

務

基本事業の意図) (4

事

)結果の成果指標（上

業

位基本事業の成果指標

の

）

医療費に関する不安

現

を取り除き、安心して

状

医療を受けてもらう 名

　

称 単位
① 子ども医療費

Ｐ

受給資格者数 人
②

事務

Ｌ

事業の各種指標の実績

Ａ

と見込及び目標

R4年

Ｎ

度 R5年度 R5年度 R

及

6年度 R7年度 R8年

び

度 R9年度
指標 ＼ 

Ｄ

年度 単位
実績値 計画値

Ｏ

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
(1)の ①

務

件 47 47 12 47 4

事

7 47 47
活動指標 ②

業

(2)の ① 人 14 25

名

7 25 25 25 25
対

N

象指標 ②
(3)の ① 千

o

円 5,273 7,00

.

0 1,416 7,00

1

0 7,000 7,00

8

0 7,000
成果指標

6

②
(4)の結果の ① 人

未

11,679 11,3

熟

42 11,401 11

児

,208 11,208

養

11,208 11,2

育

08
成果指標 ②

予算費

医

目 会計 01 一般会計

療

款 04 項 01 目 03

コ

給

スト 年度 R4年度 R5

付

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度 R8年度 R9

業

年度
実績値 計画値 実績

政

値 計画値 目標値 目標値

策

目標値
事業費(決算又

こ

は予算額)Ａ 単位 5,

の

274 7,003 1,

事

416 7,003 7,

務

003 7,003 7,

事

003

財
源
内
訳

 国庫

業

支出金 千円 796 2,

施

450 571 2,45

策

0 2,450 2,45

の

0 2,450
 県支出

位

金 千円 528 1,22

置

5 285 1,225 1

基

,225 1,225 1

本

,225
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

業

他 千円 1,501 2,

主

100 275 2,10

管

0 2,100 2,10

課

0 2,100
 一般財

名

源 千円 2,449 1,

課

228 285 1,22

長

8 1,228 1,22

名

8 1,228
人件費Ｂ

こ

千円 1,547.4 1

の

,547.4 471.

事

7 1,302.4 1,

務

302.4 1,302

事

.4 1,302.4
正

業

職員従事時間×人数 時

の

間×人 185× 2 18

開

5× 2 67× 2 185

始

× 2 185× 2 185

時

× 2 185× 2
正職員

期

以外の人件費 千円 24

事

5 245 0 0 0 0 0
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 10

区

1 101 0 0 0 0 0
ト

分

ータルコストA+B+

法

C 千円 6,922.4

定

8,651.4 1,8

受

87.7 8,305.

託

4 8,305.4 8,

事

305.4 8,305

務

.4
単位あたりコスト

自

① 千円/人 494.5

治

346.1 269.7

事

332.2 332.2

務

332.2 332.2

こ

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

の

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、目的を見直す

業

（目
その理由

的の追加

名

・拡充又は絞込）

必要

N

はありませんか？ ■ な

o

い

有
効
性

医療費の助成

.

額だけで成果を図るこ

1

とはできない
今以上に

8

事業の成果を向上

させ

6

る方法を記入して下さ

未

い。 内　容
※(3)の

熟

成果指標を向上させる

児

　ことはできますか？

養

目的は達成できている

育

目的達成状況 内　容

□

医

民間への一部委託 □民

療

間への全部委託
市関与

給

の必要性 □指定管理 □

付

補助金・負担金助成 ■

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 愛知県からの

２

権限委譲により市町村

評

事務となったため、変

価

更できない

効
率
性

統廃

　

合すべき事務事業がな

Ｃ

い
事務事業の統廃合に

Ｈ

より、

事業の効率化を

Ｅ

図り、成果
内　容

を向

Ｃ

上させる方法を記入し

Ｋ

て下さい。

母子保健法

目

に基づく医療費助成で

的

あり、変更できない
現

妥

状より事業費・人件費

当

を

削減する方法を記入

性

して下

さい。（仕様の

こ

変更、外部 内　容
委託

の

、従事時間の削減等は

事

できないか？)

公
平
性

業

受益者負担分は、子ど

の

も医療費助成で補って

必

いる
■ ある ■ 現状で適

要

正
受益者負担はありま

性

すか？

また、受益者負

は

担割合は適 □ ない □ 検

薄

討が必要 内　容
正です

れ

か？
□ 受益者がいない

て

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

得

Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見はない

ら

特にない
事業実施上の

れ

課題、住
民・議会等か

て

らの意見 意　見 対応策

い

と対応策

利用者からの

る

申請に基づく養育医療

い

継続して実施するため

ま

R6年度の事業計画は

せ

前 変　更
券の発行・国

ん

保連等からの請求に基

か

年度から変更・追加は

。

前年度 ・
づく支払事務

十

あるか 追　加

今後の事

分

業・コスト・成果の方

な

向性 今後の事業の方向

成

性、改革・改善案
※今

果

年度からの具体的な事

が

業の進め方、手段の見

理

直し等、各方向性の内

　

容

　　　　　　　　　

由

□　拡大 母子保健法に

得

基づく医療費助成であ

ら

り未熟児の育成に
　　

れ

　　　　　　　□　改

て

善 必要な事業である。

い

　　　　　　　　　■

ま

　現状維持  
　　　　

す

　　　　　□　縮小  

か

　　　　　　　　　□

？

　統合
　　　　　　　

得

　　□　完了
　　　　

ら

　　　　　□　廃止・

れ

休止
コストの方向性
　

て

　　　　　　　　→　

い

維持
成果の方向性
　　

な

　　　　　　　→　維

い

持

2

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 186 未熟児養育医療給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

医療費にかかる経済的負担を軽減している
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

母子保健法に基づく医療費助成であり、変更できない
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

母子保健法に基づく

2

医療費助成であり、変

事

更できない
事業進展等

務

による環境変化 □ ある



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 467 国保連合会負担事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和５８(1983)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関からの診療報酬明細書（レセプト）の点検等 みよし市の国保被保険者が医療機関等にかかった場合
の処理手数料等 、診療報酬明細書(レセプト）が国保連合会に送付さ
 れ、資格の確認等点検を行う。
 「ＳＤＧｓの取り組み：３」 過誤等も多く、市町村のみでは事務量が膨大なことか

ら今後も必要な業務である。

被保険者異動処理、明細書処理手数料、疾病分類統計等毎月の異動処理に伴い国保
R5年度に実施した具体的な 連合会へ手数料を支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化している

令

か (1)活動指標（事

和

務事業の活動量を表す

 

指標）

前年と同様 名称

6

単位
① 国保連合会共同

年

処理手数料 千円
変 化

度

②
内 容

対象(この事

（

業の対象、範囲となる

5

人、物) (2)対象指

年

標（対象の大きさを表

度

す指標）

国民健康保険

実

被保険者 名称 単位
① 国

施

民健康保険被保険者数

分

人
②

目的(この事業に

）

よって上記対象をどの

事

ような状態にしたいの

務

か) (3)成果指標（

事

目的の達成度を示す指

業

標）

適正な情報として

目

連合会へ報告するとと

的

もに、データの活用を

評

す 名称 単位
る。 ① 処理

価

件数 件
②

結果(上位基

表

本事業の意図) (4)

様

結果の成果指標（上位

式

基本事業の成果指標）

1

公平な負担のもと、健

-

康で安心して暮らして

1

もらう。 名称 単位
① 特

記

定健診受診率 ％
② 保険

入

税収納率（現年度分）

日

％

事務事業の各種指標

令

の実績と見込及び目標

和

R4年度 R5年度 R5

0

年度 R6年度 R7年度

7

R8年度 R9年度
指標

年

 ＼ 年度 単位
実績値

0

計画値 実績値 計画値 目

1

標値 目標値 目標値
(1

月

)の ① 千円 3,962

0

3,883 4,171

8

4,046 3,925

日

3,808 3,694

１

活動指標 ②
(2)の ①

事

人 8,548 8,37

務

8 8,082 8,02

事

7 7,787 7,55

業

4 7,328
対象指標

の

②
(3)の ① 件 151

現

,744 148,71

状

0 150,335 14

　

5,825 141,4

Ｐ

51 137,208 1

Ｌ

33,092
成果指標

Ａ

②
(4)の結果の ① ％

Ｎ

38.7 60 39.4

及

60 60 60 60
成果

び

指標 ② ％ 95.82 9

Ｄ

3.1 95.51 93

Ｏ

.1 93.1 93.1

事

93.1
予算費目 会計

務

02 国民健康保険特

事

別会計 款 01 項 01 目

業

02

コスト 年度 R4年

名

度 R5年度 R5年度 R

N

6年度 R7年度 R8年

o

度 R9年度
実績値 計画

.

値 実績値 計画値 目標値

4

目標値 目標値
事業費(

6

決算又は予算額)Ａ 単

7

位 3,961 4,30

国

7 4,070 4,19

保

3 4,193 4,19

連

3 4,193

財
源
内
訳

合

 国庫支出金 千円 0 0

会

0 0 0 0 0
 県支出金

負

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

担

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 一般財源

政

千円 3,961 4,3

策

07 4,070 4,1

こ

93 4,193 4,1

の

93 4,193
人件費

事

Ｂ 千円 35.2 35.

務

2 35.2 35.2 3

事

5.2 35.2 35.

業

2
正職員従事時間×人

施

数 時間×人 5× 2 5×

策

2 5× 2 5× 2 5× 2

の

5× 2 5× 2
正職員以

位

外の人件費 千円 0 0 0

置

0 0 0 0
その他の費用

基

Ｃ 千円 2 2 2 2 2 2 2

本

トータルコストA+B

事

+C 千円 3,998.

業

2 4,344.2 4,

主

107.2 4,230

管

.2 4,230.2 4

課

,230.2 4,23

名

0.2
単位あたりコス

課

ト ① 千円/人 0.5 0

長

.5 0.5 0.5 0.

名

5 0.6 0.6
（ﾄｰ

こ

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

事

0 0 0 0 0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

名

）

必要はありませんか

N

？ ■ ない

有
効
性

難しい

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

6

※(3)の成果指標を

7

向上させる

　ことはで

国

きますか？

妥当である

保

。
目的達成状況 内　容

連

□民間への一部委託 □

合

民間への全部委託
市関

会

与の必要性 □指定管理

負

□補助金・負担金助成

担

■市の直営
内　容

　（

事

実施手法） 法に基づく

業

実施事業のため。

効
率

２

性

統廃合する事業がな

評

い。
事務事業の統廃合

価

により、

事業の効率化

　

を図り、成果
内　容

を

Ｃ

向上させる方法を記入

Ｈ

し

て下さい。

法に基づ

Ｅ

き実施しているため現

Ｃ

状維持。
現状より事業

Ｋ

費・人件費を

削減する

目

方法を記入して下

さい

的

。（仕様の変更、外部

妥

内　容
委託、従事時間

当

の削減等は

できないか

性

？)

公
平
性

直接的な受

こ

益者はなし
□ ある □ 現

の

状で適正
受益者負担は

事

ありますか？

また、受

業

益者負担割合は適 □ な

の

い □ 検討が必要 内　容

必

正ですか？
■ 受益者が

要

いない

３
改
革
改
善
案
　

性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見

は

はない 特にない
事業実

薄

施上の課題、住
民・議

れ

会等からの意見 意　見

て

対応策
と対応策

被保険

得

者異動処理、明細書処

ら

理手数 継続して実施す

れ

るため、前年度と同
R

て

6年度の事業計画は前

い

変　更
料、疾病分類統

る

計等毎月の異動処理 様

い

・同規模で実施。
年度

ま

から変更・追加は 前年

せ

度 ・
に伴い国保連合会

ん

へ手数料を支払っ
ある

か

か 追　加
た。

今後の事

。

業・コスト・成果の方

十

向性 今後の事業の方向

分

性、改革・改善案
※今

な

年度からの具体的な事

成

業の進め方、手段の見

果

直し等、各方向性の内

が

容

　　　　　　　　　

理

□　拡大 平成２０(2

　

008)年度から特定

由

健診・特定保健事業の

得

デ
　　　　　　　　　

ら

□　改善 ータ管理も国

れ

保連合会で行っている

て

。
　　　　　　　　　

い

■　現状維持
　　　　

ま

　　　　　□　縮小
　

す

　　　　　　　　□　

か

統合
　　　　　　　　

？

　□　完了
　　　　　

得

　　　　□　廃止・休

ら

止
コストの方向性
　　

れ

　　　　　　　→　維

て

持
成果の方向性
　　　

い

　　　　　　→　維持

な

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 467 国保連合会負担事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市町村が実施することが効率的で専門的な事務が可能である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法に基づき事業を実施しているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い

様

、対象を見直す（拡
そ

式

の理由
大・縮小）必要

1

はありませ
■ ない

んか

-

？

法に基づき事業を実

2

施しているため。
事業

事

進展等による環境変化

務

□ ある
に伴い、目的を



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 468 国民健康保険税賦課徴収事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４０(1965)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法、国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国民健康保険の賦課徴収費用 国民健康保険税のシステム改修・納税通知費用等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険税の賦課をし、税額決定通知書もしくは納付書を世帯主ヘ送付した。
R5年度に実施した具体的な 納期限を過ぎても納付がされない場合には、督促状を送付した。それでも納付のな
事業の方法、手順、指標に対す い場合には、納税指導員等により随時訪問をし、納付を促した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名

令

称 単位
 ① 国民健康保

和

険税賦課計算事務数 回

 

/年
変 化

②
内 容

対

6

象(この事業の対象、

年

範囲となる人、物) (

度

2)対象指標（対象の

（

大きさを表す指標）

①

5

口座振替不能世帯数 名

年

称 単位
②未納世帯数 ①

度

再振替依頼件数 件
② 督

実

促状発送件数 件

目的(

施

この事業によって上記

分

対象をどのような状態

）

にしたいのか) (3)

事

成果指標（目的の達成

務

度を示す指標）

国民健

事

康保険税を納付しても

業

らう。 名称 単位
① 再振

目

替処理件数 件
②

結果(

的

上位基本事業の意図)

評

(4)結果の成果指標

価

（上位基本事業の成果

表

指標）

公平な負担のも

様

と、健康で安心して暮

式

らしてもらう 名称 単位

1

① 特定健診受診率 ％
②

-

保険税収納率（現年度

1

分） ％

事務事業の各種

記

指標の実績と見込及び

入

目標

R4年度 R5年度

日

R5年度 R6年度 R7

令

年度 R8年度 R9年度

和

指標 ＼ 年度 単位
実

0

績値 計画値 実績値 計画

7

値 目標値 目標値 目標値

年

(1)の ① 回/年 12

0

12 12 12 12 12

1

12
活動指標 ②
(2)

月

の ① 件 469 460 4

0

06 394 383 37

8

2 361
対象指標 ② 件

日

5,276 5,171

１

5,110 4,957

事

4,809 4,665

務

4,526
(3)の ①

事

件 262 257 227

業

221 215 209 2

の

03
成果指標 ②

(4)

現

の結果の ① ％ 38.7

状

60 39.4 60 60

　

60 60
成果指標 ② ％

Ｐ

95.82 93.1 9

Ｌ

5.51 93.1 93

Ａ

.1 93.1 93.1

Ｎ

予算費目 会計 02 国

及

民健康保険特別会計 款

び

01 項 02 目 01

コス

Ｄ

ト 年度 R4年度 R5年

Ｏ

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度 R9年

務

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

名

予算額)Ａ 単位 14,

N

820 9,430 10

o

,457 30,419

.

49,599 19,5

4

99 19,599

財
源

6

内
訳

 国庫支出金 千円

8

0 0 0 14,482 0

国

0 0
 県支出金 千円 0

民

0 0 0 0 0 0
 地方債

健

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

康

その他 千円 0 0 0 0 0

保

0 0
 一般財源 千円 1

険

4,820 9,430

税

10,457 15,9

賦

37 49,599 19

課

,599 19,599

徴

人件費Ｂ 千円 14,9

収

29.4 14,929

事

.4 15,686.4

業

15,686.4 15

政

,686.4 15,6

策

86.4 15,686

こ

.4
正職員従事時間×

の

人数 時間×人 730×

事

4 730× 4 730×

務

4 730× 4 730×

事

4 730× 4 730×

業

4
正職員以外の人件費

施

千円 4,651 4,6

策

51 5,408 5,4

の

08 5,408 5,4

位

08 5,408
その他

置

の費用Ｃ 千円 606 6

基

06 431 431 43

本

1 431 431
トータ

事

ルコストA+B+C 千

業

円 30,355.4 2

主

4,965.4 26,

管

574.4 46,53

課

6.4 65,716.

名

4 35,716.4 3

課

5,716.4
単位あ

長

たりコスト ① 千円/件

名

64.7 54.3 65

こ

.5 118.1 171

の

.6 96 98.9
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

務

の対象指標）② 千円/

事

件 5.8 4.8 5.2

業

9.4 13.7 7.7

の

7.9

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡充又は絞込）

必要は

業

ありませんか？ ■ ない

名

有
効
性

できない。
今以

N

上に事業の成果を向上

o

させる方法を記入して

.

下さ

い。 内　容
※(3

4

)の成果指標を向上さ

6

せる

　ことはできます

8

か？

適正に実施してい

国

る。
目的達成状況 内　

民

容

□民間への一部委託

健

□民間への全部委託
市

康

関与の必要性 □指定管

保

理 □補助金・負担金助

険

成 ■市の直営
内　容

　

税

（実施手法） 確実に事

賦

務処理を実施する。

効

課

率
性

事業内容を鑑みる

徴

と、統廃合による事業

収

の効率化又は成果の向

事

上は難しい。
事務事業

業

の統廃合により、

事業

２

の効率化を図り、成果

評

内　容
を向上させる方

価

法を記入し

て下さい。

　

できない。
現状より事

Ｃ

業費・人件費を

削減す

Ｈ

る方法を記入して下

さ

Ｅ

い。（仕様の変更、外

Ｃ

部 内　容
委託、従事時

Ｋ

間の削減等は

できない

目

か？)

公
平
性

直接的な

的

受益者はなし
□ ある □

妥

現状で適正
受益者負担

当

はありますか？

また、

性

受益者負担割合は適 □

こ

ない □ 検討が必要 内　

の

容
正ですか？

■ 受益者

事

がいない

３
改
革
改
善
案

業

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意

の

見はない 特にない
事業

必

実施上の課題、住
民・

要

議会等からの意見 意　

性

見 対応策
と対応策

国民

は

健康保険税の賦課をし

薄

、税額決 継続して実施

れ

するため、前年度と同

て

R6年度の事業計画は

得

前 変　更
定通知書もし

ら

くは納付書を世帯主ヘ

れ

様・同規模で実施。
年

て

度から変更・追加は 前

い

年度 ・
送付した。

ある

る

か 追　加

今後の事業・

い

コスト・成果の方向性

ま

今後の事業の方向性、

せ

改革・改善案
※今年度

ん

からの具体的な事業の

か

進め方、手段の見直し

。

等、各方向性の内容

　

十

　　　　　　　　□　

分

拡大 国民健康保険制度

な

については改正が大き

成

くシステム改
　　　　

果

　　　　　□　改善 修

が

等の費用がかかる。
　

理

　　　　　　　　■　

　

現状維持
　　　　　　

由

　　　□　縮小
　　　

得

　　　　　　□　統合

ら

　　　　　　　　　□

れ

　完了
　　　　　　　

て

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

ま

　　　　　↑　増加
成

す

果の方向性
　　　　　

か

　　　　→　維持

2

？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 468 国民健康保険税賦課徴収事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法に基づき実施しているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法に基づき実施しているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

法に基づき実施してい

-

るため。
事業進展等に

2

よる環境変化 □ ある
に

事

伴い、目的を見直す（

務

目
その理由

的の追加・



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 469 国民健康保険趣旨普及事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４０(1965)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

制度改正の多い国民健康保険制度の周知を図るため、 制度の理解により、収納率の向上等にも資するもので
国保税の算定時等に納税通知に同封して、制度の理解 ある。また、国保被保険者の年齢到達等により、前期
を深めていただくため送付 高齢者該当時の保険証・受給者証送付時に周知を図っ
 ている。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

7月の納税通知書を送付の際等に、国民健康保険制度啓発のパンフレットを同封し
R5年度に実施した具体的な 送付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化

令

しているか (1)活動

和

指標（事務事業の活動

 

量を表す指標）

前年と

6

同様 名称 単位
① 国保制

年

度啓発パンフレット送

度

付件数 冊
変 化

②
内 

（

容

対象(この事業の対

5

象、範囲となる人、物

年

) (2)対象指標（対

度

象の大きさを表す指標

実

）

国民健康保険被保険

施

者 名称 単位
① 国民健康

分

保険加入世帯数 世帯
②

）

目的(この事業によっ

事

て上記対象をどのよう

務

な状態にしたいのか)

事

(3)成果指標（目的

業

の達成度を示す指標）

目

国民健康保険制度への

的

理解を深めてもらう。

評

名称 単位
① 国民健康保

価

険新規加入届出数 件
②

表

国民健康保険喪失届出

様

件数 件

結果(上位基本

式

事業の意図) (4)結

1

果の成果指標（上位基

-

本事業の成果指標）

公

1

平な負担のもと、健康

記

で安心して暮らしても

入

らう 名称 単位
① 特定健

日

診受診率 ％
② 保険税収

令

納率（現年度分） ％

事

和

務事業の各種指標の実

0

績と見込及び目標

R4

7

年度 R5年度 R5年度

年

R6年度 R7年度 R8

0

年度 R9年度
指標 ＼

1

 年度 単位
実績値 計画

月

値 実績値 計画値 目標値

0

目標値 目標値
(1)の

8

① 冊 5,461 5,3

日

52 5,228 5,2

１

11 5,055 4,9

事

04 4,757
活動指

務

標 ②
(2)の ① 世帯 5

事

,461 5,352 5

業

,228 5,211 5

の

,055 4,904 4

現

,757
対象指標 ②
(

状

3)の ① 件 1,733

　

1,699 1,599

Ｐ

1,552 1,506

Ｌ

1,461 1,418

Ａ

成果指標 ② 件 1,61

Ｎ

9 1,587 1,61

及

9 1,571 1,52

び

4 1,479 1,43

Ｄ

5
(4)の結果の ① ％

Ｏ

38.7 60 39.4

事

60 60 60 60
成果

務

指標 ② ％ 95.82 9

事

3.1 95.51 93

業

.1 93.1 93.1

名

93.1
予算費目 会計

N

02 国民健康保険特

o

別会計 款 01 項 02 目

.

01

コスト 年度 R4年

4

度 R5年度 R5年度 R

6

6年度 R7年度 R8年

9

度 R9年度
実績値 計画

国

値 実績値 計画値 目標値

民

目標値 目標値
事業費(

健

決算又は予算額)Ａ 単

康

位 693 423 397

保

947 479 479 4

険

79

財
源
内
訳

 国庫支

趣

出金 千円 0 0 0 0 0 0

旨

0
 県支出金 千円 0 0

普

0 0 0 0 0
 地方債 千

及

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 一般財源 千円 69

政

3 423 397 947

策

479 479 479
人

こ

件費Ｂ 千円 1,056

の

1,056 1,056

事

1,056 1,056

務

1,056 1,056

事

正職員従事時間×人数

業

時間×人 100× 3 1

施

00× 3 100× 3 1

策

00× 3 100× 3 1

の

00× 3 100× 3
正

位

職員以外の人件費 千円

置

0 0 0 0 0 0 0
その他

基

の費用Ｃ 千円 61 61

本

65 65 65 65 65

事

トータルコストA+B

業

+C 千円 1,810 1

主

,540 1,518 2

管

,068 1,600 1

課

,600 1,600
単

名

位あたりコスト ① 千円

課

/世帯 0.3 0.3 0

長

.3 0.4 0.3 0.

名

3 0.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

こ

ｽﾄ/(2)の対象指

の

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直す（目
その理由

的の

業

追加・拡充又は絞込）

名

必要はありませんか？

N

□ ない

有
効
性

ない。
今

o

以上に事業の成果を向

.

上
 

させる方法を記入

4

して下さ
 

い。 内　容

6

 
※(3)の成果指標

9

を向上させる

　ことは

国

できますか？

適正な制

民

度運営。
目的達成状況

健

内　容

□民間への一部

康

委託 □民間への全部委

保

託
市関与の必要性 □指

険

定管理 ■補助金・負担

趣

金助成 ■市の直営
内　

旨

容
　（実施手法） 市が

普

行うべき業務であるた

及

め。

効
率
性

事業内容を

事

鑑みると、統廃合によ

業

る事業の効率化又は成

２

果の向上は難しい。
事

評

務事業の統廃合により

価

、

事業の効率化を図り

　

、成果
内　容

を向上さ

Ｃ

せる方法を記入し

て下

Ｈ

さい。

難しい。
現状よ

Ｅ

り事業費・人件費を

削

Ｃ

減する方法を記入して

Ｋ

下

さい。（仕様の変更

目

、外部 内　容
委託、従

的

事時間の削減等は

でき

妥

ないか？)

公
平
性

直接

当

的な受益者はなし
□ あ

性

る □ 現状で適正
受益者

こ

負担はありますか？

ま

の

た、受益者負担割合は

事

適 □ ない □ 検討が必要

業

内　容
正ですか？

■ 受

の

益者がいない

３
改
革
改

必

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

制

要

度が複雑でわかりにく

性

い 分かりやすい周知を

は

おこなう
事業実施上の

薄

課題、住
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 対応策

て

と対応策

7月の納税通

得

知書を送付の際等に、

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R6年度

て

の事業計画は前 変　更

い

国民健康保険制度啓発

る

のパンフレッ 様・同規

い

模で実施。
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
ト

せ

を同封し送付した。
あ

ん

るか 追　加

今後の事業

か

・コスト・成果の方向

。

性 今後の事業の方向性

十

、改革・改善案
※今年

分

度からの具体的な事業

な

の進め方、手段の見直

成

し等、各方向性の内容

果

　　　　　　　　　□

が

　拡大 制度が複雑で分

理

かりにくいが、制度の

　

改正等広報のみ
　　　

由

　　　　　　□　改善

得

での周知は困難であり

ら

、一層の周知が必要で

れ

ある。
　　　　　　　

て

　　■　現状維持
　　

い

　　　　　　　□　縮

ま

小
　　　　　　　　　

す

□　統合
　　　　　　

か

　　　□　完了
　　　

？

　　　　　　□　廃止

得

・休止
コストの方向性

ら

　　　　　　　　　↓

れ

　減少
成果の方向性
　

て

　　　　　　　　→　

い

維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 469 国民健康保険趣旨普及事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

毎年制度改正等がある中で被保険者の理解を深める必要があ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

制度等の改正等の状況による。
事業進展等による環境変化

■ ある
に

様

伴い、対象を見直す（

式

拡
その理由

大・縮小）

1

必要はありませ
□ ない

-

んか？

制度等の改正等

2

の状況による。
事業進

事

展等による環境変化 ■

務

ある
に伴い、目的を見



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 470 国保運営協議会運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４９(1974)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第11条第1項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国民健康保険の税率等重要事項を審議するため、１２ 会議は、年３回ほどの開催となっている。当協議会を
名の運営協議会委員により組織されている。委員の任 置くことは、国民健康保険法第１１条により必須であ
期は２年である。 る。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険の税率について、諮問し審議がなされ、国民健康保険の税率の見直し
R5年度に実施した具体的な 答申をいただいた。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動

令

量を表す指標）

前年と

和

同様 名称 単位
① 会議開

 

催回数 回
変 化

② 委員

6

数（延べ） 人
内 容

対

年

象(この事業の対象、

度

範囲となる人、物) (

（

2)対象指標（対象の

5

大きさを表す指標）

国

年

民健康保険運営協議会

度

委員 名称 単位
① 会議出

実

席者数（延べ） 人
②

目

施

的(この事業によって

分

上記対象をどのような

）

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

務

達成度を示す指標）

委

事

員会で税率等を審議し

業

てもらう 名称 単位
① 答

目

申項目数 個
②

結果(上

的

位基本事業の意図) (

評

4)結果の成果指標（

価

上位基本事業の成果指

表

標）

公平な負担のもと

様

、健康で安心して暮ら

式

してもらう 名称 単位
①

1

特定健診受診率 ％
② 保

-

険税収納率（現年分）

1

％

事務事業の各種指標

記

の実績と見込及び目標

入

R4年度 R5年度 R5

日

年度 R6年度 R7年度

令

R8年度 R9年度
指標

和

 ＼ 年度 単位
実績値

0

計画値 実績値 計画値 目

7

標値 目標値 目標値
(1

年

)の ① 回 3 3 3 3 3 3

0

3
活動指標 ② 人 39 3

1

9 39 39 39 39 3

月

9
(2)の ① 人 32 3

0

9 35 39 39 39 3

8

9
対象指標 ②
(3)の

日

① 個 1 1 1 1 1 1 1
成

１

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① ％ 38.7 60 3

務

9.4 60 60 60 6

事

0
成果指標 ② ％ 95.

業

82 93.1 95.5

の

1 93.1 93.1 9

現

3.1 93.1
予算費

状

目 会計 02 国民健康

　

保険特別会計 款 01 項

Ｐ

03 目 01

コスト 年度

Ｌ

R4年度 R5年度 R5

Ａ

年度 R6年度 R7年度

Ｎ

R8年度 R9年度
実績

及

値 計画値 実績値 計画値

び

目標値 目標値 目標値
事

Ｄ

業費(決算又は予算額

Ｏ

)Ａ 単位 234 275

事

251 275 275 2

務

75 275

財
源
内
訳

 

事

国庫支出金 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 県支出金 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

N

方債 千円 0 0 0 0 0 0

o

0
 その他 千円 0 0 0

.

0 0 0 0
 一般財源 千

4

円 234 275 251

7

275 275 275 2

0

75
人件費Ｂ 千円 3,

国

062.4 3,062

保

.4 3,062.4 3

運

,062.4 3,06

営

2.4 3,062.4

協

3,062.4
正職員

議

従事時間×人数 時間×

会

人 435× 2 435×

運

2 435× 2 435×

営

2 435× 2 435×

事

2 435× 2
正職員以

業

外の人件費 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
その他の費用

策

Ｃ 千円 61 61 65 6

こ

5 65 65 65
トータ

の

ルコストA+B+C 千

事

円 3,357.4 3,

務

398.4 3,378

事

.4 3,402.4 3

業

,402.4 3,40

施

2.4 3,402.4

策

単位あたりコスト ① 千

の

円/人 104.9 87

位

.1 96.5 87.2

置

87.2 87.2 87

基

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

本

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

業

0

1

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

加・拡充又は絞込）

必

業

要はありませんか？ ■

名

ない

有
効
性

難しい。
今

N

以上に事業の成果を向

o

上

させる方法を記入し

.

て下さ

い。 内　容
※(

4

3)の成果指標を向上

7

させる

　ことはできま

0

すか？

必要に応じて事

国

業実施している。
目的

保

達成状況 内　容

□民間

運

への一部委託 □民間へ

営

の全部委託
市関与の必

協

要性 □指定管理 □補助

議

金・負担金助成 ■市の

会

直営
内　容

　（実施手

運

法） 市が実施すべき事

営

業のため。

効
率
性

統廃

事

合する事務事業がない

業

。
事務事業の統廃合に

２

より、

事業の効率化を

評

図り、成果
内　容

を向

価

上させる方法を記入し

　

て下さい。

現状で過分

Ｃ

に事業を行っていない

Ｈ

。
現状より事業費・人

Ｅ

件費を

削減する方法を

Ｃ

記入して下

さい。（仕

Ｋ

様の変更、外部 内　容

目

委託、従事時間の削減

的

等は

できないか？)

公

妥

平
性

直接的な受益者は

当

なし
□ ある □ 現状で適

性

正
受益者負担はありま

こ

すか？

また、受益者負

の

担割合は適 □ ない □ 検

事

討が必要 内　容
正です

業

か？
■ 受益者がいない

の

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

必

Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見はない

要

特にない
事業実施上の

性

課題、住
民・議会等か

は

らの意見 意　見 対応策

薄

と対応策

国民健康保険

れ

の税率について、諮問

て

継続して実施するため

得

、前年度と同
R6年度

ら

の事業計画は前 変　更

れ

し審議がなされ、国民

て

健康保険の税 様・同規

い

模で実施。
年度から変

る

更・追加は 前年度 ・
率

い

の見直し答申をいただ

ま

いた。
あるか 追　加

今

せ

後の事業・コスト・成

ん

果の方向性 今後の事業

か

の方向性、改革・改善

。

案
※今年度からの具体

十

的な事業の進め方、手

分

段の見直し等、各方向

な

性の内容

　　　　　　

成

　　　□　拡大 事業自

果

体は必須だが、委員に

が

ついて女性委員の登用

理

を
　　　　　　　　　

　

□　改善 継続していく

由

ため、今後公募だけで

得

なく、各団体に対
　　

ら

　　　　　　　■　現

れ

状維持 しても従来にも

て

増して依頼をしていく

い

必要がある。
　　　　

ま

　　　　　□　縮小
　

す

　　　　　　　　□　

か

統合
　　　　　　　　

？

　□　完了
　　　　　

得

　　　　□　廃止・休

ら

止
コストの方向性
　　

れ

　　　　　　　→　維

て

持
成果の方向性
　　　

い

　　　　　　→　維持

な

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 470 国保運営協議会運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険事業の運営に不可欠である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現在の陣容で過不足がない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

現状で必要な目的を達

-

成している。
事業進展

2

等による環境変化 □ あ

事

る
に伴い、目的を見直

務

す（目
その理由

的の追



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 471 一般被保険者療養給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和３６(1961)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の疾病、負傷に対しての保険給付 被用者保険等他の保険適用以外の住民を被保険者とし
診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他の 、疾病、負傷に対して必要な保険給付を行っている。
治療等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

毎月、愛知県国保団体連合会から一般被保険者分の診療費の請求書が市に届き、確
R5年度に実施した具体的な 定した医療費のうち保険者負担分を支出した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表

令

す指標）

前年と同様 名

和

称 単位
① 一般被保険者

 

療養給付費 千円
変 化

6

②
内 容

対象(この事

年

業の対象、範囲となる

度

人、物) (2)対象指

（

標（対象の大きさを表

5

す指標）

一般被保険者

年

名称 単位
① 一般被保険

度

者数 人
②

目的(この事

実

業によって上記対象を

施

どのような状態にした

分

いのか) (3)成果指

）

標（目的の達成度を示

事

す指標）

被保険者が一

務

部負担金を医療機関に

事

支払うが、保険者負担

業

分は保 名称 単位
険者が

目

支払うことにより、被

的

保険者が安心して医療

評

を受けること ① 療養件

価

数 件
ができる ②

結果(

表

上位基本事業の意図)

様

(4)結果の成果指標

式

（上位基本事業の成果

1

指標）

公平な負担のも

-

と、健康で安心して暮

1

らしてもらう 名称 単位

記

① 特定健診受診率 ％
②

入

保険税収納率（現年度

日

分） ％

事務事業の各種

令

指標の実績と見込及び

和

目標

R4年度 R5年度

0

R5年度 R6年度 R7

7

年度 R8年度 R9年度

年

指標 ＼ 年度 単位
実

0

績値 計画値 実績値 計画

1

値 目標値 目標値 目標値

月

(1)の ① 千円 2,4

0

41,423 2,67

8

1,880 2,356

日

,363 2,435,

１

039 2,474,0

事

00 2,513,58

務

4 2,553,802

事

活動指標 ②
(2)の ①

業

人 8,548 8,37

の

8 8,082 8,02

現

7 7,787 7,55

状

4 7,328
対象指標

　

②
(3)の ① 件 146

Ｐ

,158 143,29

Ｌ

2 141,190 13

Ａ

7,020 132,9

Ｎ

10 128,923 1

及

25,056
成果指標

び

②
(4)の結果の ① ％

Ｄ

38.7 60 39.4

Ｏ

60 60 60 60
成果

事

指標 ② ％ 95.52 9

務

3.1 95.51 93

事

.1 93.1 93.1

業

93.1
予算費目 会計

名

02 国民健康保険特

N

別会計 款 02 項 01 目

o

01

コスト 年度 R4年

.

度 R5年度 R5年度 R

4

6年度 R7年度 R8年

7

度 R9年度
実績値 計画

1

値 実績値 計画値 目標値

一

目標値 目標値
事業費(

般

決算又は予算額)Ａ 単

被

位 2,441,422

保

2,671,880 2

険

,356,362 2,

者

435,039 2,4

療

35,039 2,43

養

5,039 2,435

給

,039

財
源
内
訳

 国

付

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 県支出金 千円

業

0 2,671,880

政

0 2,435,039

策

2,435,039 2

こ

,435,039 2,

の

435,039
 地方

事

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 その他 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 一般財源 千円

業

2,441,422 0

施

2,356,362 0

策

0 0 0
人件費Ｂ 千円 5

の

,491.2 5,49

位

1.2 5,491.2

置

5,491.2 5,4

基

91.2 5,491.

本

2 5,491.2
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 390× 4 390

主

× 4 390× 4 390

管

× 4 390× 4 390

課

× 4 390× 4
正職員

名

以外の人件費 千円 0 0

課

0 0 0 0 0
その他の費

長

用Ｃ 千円 61 61 65

名

65 65 65 65
トー

こ

タルコストA+B+C

の

千円 2,446,97

事

4.22,677,4

務

32.22,361,

事

918.22,440

業

,595.22,44

の

0,595.22,4

開

40,595.22,

始

440,595.2
単

時

位あたりコスト ① 千円

期

/人 286.3 319

事

.6 292.2 304

務

313.4 323.1

区

333.1
（ﾄｰﾀﾙ

分

ｺｽﾄ/(2)の対象

法

指標）② 千円/ 0 0 0

定

0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
的の追加・拡充又

業

は絞込）

必要はありま

名

せんか？ ■ ない

有
効
性

N

特定健診の実施、病院

o

受診の適正指導などを

.

行い、被保険者の健康

4

保持による
今以上に事

7

業の成果を向上
医療費

1

の適正化を図る。
させ

一

る方法を記入して下さ

般

い。 内　容
※(3)の

被

成果指標を向上させる

保

　ことはできますか？

険

妥当である。
目的達成

者

状況 内　容

□民間への

療

一部委託 □民間への全

養

部委託
市関与の必要性

給

□指定管理 □補助金・

付

負担金助成 ■市の直営

事

内　容
　（実施手法）

業

市が実施すべき事業の

２

ため

効
率
性

統廃合すべ

評

き事務事業がない。
事

価

務事業の統廃合により

　

、

事業の効率化を図り

Ｃ

、成果
内　容

を向上さ

Ｈ

せる方法を記入し

て下

Ｅ

さい。

事業の効率化等

Ｃ

は難しい。
現状より事

Ｋ

業費・人件費を

削減す

目

る方法を記入して下

さ

的

い。（仕様の変更、外

妥

部 内　容
委託、従事時

当

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

直接的な

こ

受益者はなし
□ ある □

の

現状で適正
受益者負担

事

はありますか？

また、

業

受益者負担割合は適 □

の

ない □ 検討が必要 内　

必

容
正ですか？

■ 受益者

要

がいない

３
改
革
改
善
案

性

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

医療の

は

高度化等で医療費が増

薄

加して 被保険者の健康

れ

保持による医療費の
事

て

業実施上の課題、住 い

得

る。 適正化が望まれる

ら

。
民・議会等からの意

れ

見 意　見 対応策
と対応

て

策

毎月、愛知県国保団

い

体連合会から一 継続し

る

て実施するため、前年

い

度と同
R6年度の事業

ま

計画は前 変　更
般被保

せ

険者分の診療費の請求

ん

書が市 様・同規模で実

か

施。
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
に届き、

十

確定した医療費のうち

分

保険
あるか 追　加

者負

な

担分を支出した。

今後

成

の事業・コスト・成果

果

の方向性 今後の事業の

が

方向性、改革・改善案

理

※今年度からの具体的

　

な事業の進め方、手段

由

の見直し等、各方向性

得

の内容

　　　　　　　

ら

　　□　拡大 現在は、

れ

県下でも人口に占める

て

国保被保険者割合が低

い

　　　　　　　　　□

ま

　改善 い状況から、今

す

後も被保険者が大きく

か

増加することは
　　　

？

　　　　　　■　現状

得

維持 考えにくい。しか

ら

し、医療の高度化等に

れ

より１件当り
　　　　

て

　　　　　□　縮小 の

い

給付費が伸び国保財政

な

の収支悪化の可能性が

い

高い。
　　　　　　　

事

　　□　統合 一層の国

業

保被保険者の健康の保

進

持による医療費適正化

展

　　　　　　　　　□

等

　完了 が望まれる。
　

に

　　　　　　　　□　

よ

廃止・休止
コストの方

る

向性
　　　　　　　　

環

　→　維持
成果の方向

境

性
　　　　　　　　　

変

→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 471 一般被保険者療養給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す

様

（拡
その理由

大・縮小

式

）必要はありませ
■ な

1

い
んか？

国民健康保険

-

の根幹を成す事業のた

2

め
事業進展等による環

事

境変化 □ ある
に伴い、

務

目的を見直す（目
その



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 473 一般被保険者療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和３６(1961)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者への現金給付及び保険医療機関以外への現物 療養の給付が中核ではあるが、国外での療養やコルセ
給付 ット等保険の給付の補完的機能を果たすものである。
コルセット等の支給、海外療養費及びはり・灸等
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

一般被保険者への柔道整復師による施術などの現物給付及び治療用補装具費用等を
R5年度に実施した具体的な 給付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単

令

位
① 一般被保険者療養

和

費 千円
変 化

②
内 容

 

対象(この事業の対象

6

、範囲となる人、物)

年

(2)対象指標（対象

度

の大きさを表す指標）

（

一般被保険者 名称 単位

5

① 一般被保険者数 人
②

年

目的(この事業によっ

度

て上記対象をどのよう

実

な状態にしたいのか)

施

(3)成果指標（目的

分

の達成度を示す指標）

）

被保険者が一部負担金

事

を支払うが、保険者負

務

担分は保険者が支払 名

事

称 単位
うことにより、

業

被保険者の安心感につ

目

ながる。 ① 療養件数 件

的

②

結果(上位基本事業

評

の意図) (4)結果の

価

成果指標（上位基本事

表

業の成果指標）

公平な

様

負担のもと、健康で安

式

心して暮らしてもらう

1

名称 単位
① 特定健診受

-

診率 ％
② 保険税収納率

1

（現年度分） ％

事務事

記

業の各種指標の実績と

入

見込及び目標

R4年度

日

R5年度 R5年度 R6

令

年度 R7年度 R8年度

和

R9年度
指標 ＼ 年

0

度 単位
実績値 計画値 実

7

績値 計画値 目標値 目標

年

値 目標値
(1)の ① 千

0

円 13,237 15,

1

149 13,521 1

月

4,433 14,00

0

1 13,581 13,

8

174
活動指標 ②
(2

日

)の ① 人 8,548 8

１

,377 8,082 8

事

,027 7,787 7

務

,554 7,328
対

事

象指標 ②
(3)の ① 件

業

2,134 2,058

の

2,003 1,960

現

1,902 1,845

状

1,790
成果指標 ②

　

(4)の結果の ① ％ 3

Ｐ

8.7 60 39.4 6

Ｌ

0 60 60 60
成果指

Ａ

標 ② ％ 95.82 93

Ｎ

.1 95.51 93.

及

1 93.1 93.1 9

び

3.1
予算費目 会計 0

Ｄ

2 国民健康保険特別

Ｏ

会計 款 02 項 01 目 0

事

2

コスト 年度 R4年度

務

R5年度 R5年度 R6

事

年度 R7年度 R8年度

業

R9年度
実績値 計画値

名

実績値 計画値 目標値 目

N

標値 目標値
事業費(決

o

算又は予算額)Ａ 単位

.

13,237 15,1

4

49 13,520 14

7

,433 14,433

3

14,433 14,4

一

33

財
源
内
訳

 国庫支

般

出金 千円 0 0 0 0 0 0

被

0
 県支出金 千円 0 1

保

5,149 0 14,4

険

33 14,433 14

者

,433 14,433

療

 地方債 千円 0 0 0 0

養

0 0 0
 その他 千円 0

費

0 0 0 0 0 0
 一般財

支

源 千円 13,237 0

給

13,520 0 0 0 0

事

人件費Ｂ 千円 2,67

業

5.2 2,675.2

政

2,675.2 2,6

策

75.2 2,675.

こ

2 2,675.2 2,

の

675.2
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 1

務

90× 4 190× 4 1

事

90× 4 190× 4 1

業

90× 4 190× 4 1

施

90× 4
正職員以外の

策

人件費 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
その他の費用Ｃ 千

位

円 20 20 22 22 2

置

2 22 22
トータルコ

基

ストA+B+C 千円 1

本

5,932.2 17,

事

844.2 16,21

業

7.2 17,130.

主

2 17,130.2 1

管

7,130.2 17,

課

130.2
単位あたり

名

コスト ① 千円/人 1.

課

9 2.1 2 2.1 2.

長

2 2.3 2.3
（ﾄｰ

名

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

こ

対象指標）② 千円/ 0

の

0 0 0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（目
その理由

的の追

業

加・拡充又は絞込）

必

名

要はありませんか？ ■

N

ない

有
効
性

特定健診の

o

実施、病院受診の適正

.

指導などを行い、被保

4

険者の健康保持による

7

今以上に事業の成果を

3

向上
医療費の適正化を

一

図る。
させる方法を記

般

入して下さ

い。 内　容

被

※(3)の成果指標を

保

向上させる

　ことはで

険

きますか？

妥当である

者

。
目的達成状況 内　容

療

□民間への一部委託 □

養

民間への全部委託
市関

費

与の必要性 □指定管理

支

□補助金・負担金助成

給

■市の直営
内　容

　（

事

実施手法） 市が実施す

業

べき事業のため。

効
率

２

性

統廃合すべき事務事

評

業がない。
事務事業の

価

統廃合により、

事業の

　

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｈ

を記入し

て下さい。

事

Ｅ

業の効率化等は難しい

Ｃ

。
現状より事業費・人

Ｋ

件費を

削減する方法を

目

記入して下

さい。（仕

的

様の変更、外部 内　容

妥

委託、従事時間の削減

当

等は

できないか？)

公

性

平
性

直接的な受益者は

こ

なし
□ ある □ 現状で適

の

正
受益者負担はありま

事

すか？

また、受益者負

業

担割合は適 □ ない □ 検

の

討が必要 内　容
正です

必

か？
■ 受益者がいない

要

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

性

Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見はない

は

特にない
事業実施上の

薄

課題、住
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 対応策

て

と対応策

一般被保険者

得

への柔道整復師による

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R6年度

て

の事業計画は前 変　更

い

施術などの現物給付及

る

び治療用補装 様・同規

い

模で実施。
年度から変

ま

更・追加は 前年度 ・
具

せ

費用等を給付した。
あ

ん

るか 追　加

今後の事業

か

・コスト・成果の方向

。

性 今後の事業の方向性

十

、改革・改善案
※今年

分

度からの具体的な事業

な

の進め方、手段の見直

成

し等、各方向性の内容

果

　　　　　　　　　□

が

　拡大 療養費支給事業

理

は、年度により給付額

　

の支払額に差が
　　　

由

　　　　　　□　改善

得

ある。
　　　　　　　

ら

　　■　現状維持 健康

れ

保持による医療費適正

て

化が望まれる。
　　　

い

　　　　　　□　縮小

ま

　　　　　　　　　□

す

　統合
　　　　　　　

か

　　□　完了
　　　　

？

　　　　　□　廃止・

得

休止
コストの方向性
　

ら

　　　　　　　　→　

れ

維持
成果の方向性
　　

て

　　　　　　　→　維

い

持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 473 一般被保険者療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象

様

を見直す（拡
その理由

式

大・縮小）必要はあり

1

ませ
■ ない

んか？

国民

-

健康保険の根幹を成す

2

事業のため。
事業進展

事

等による環境変化 □ あ

務

る
に伴い、目的を見直



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 475 国民健康保険審査支払事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和３６(1961)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関から国民健康保険団体連合会へ提出された診 医療機関からのレセプトの資格その他を、愛知県国民
療報酬明細書（レセプト）の審査手数料支払 健康保険団体連合会において資格等審査し、市町村が
 その審査に対する手数料を支払う。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険団体連合会へ提出された診療報酬明細書の内容が、適正であるか審査
R5年度に実施した具体的な した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

令

前年と同様 名称 単位
①

和

診療報酬審査支払事務

 

手数料 千円
変 化

②
内

6

 容

対象(この事業の

年

対象、範囲となる人、

度

物) (2)対象指標（

（

対象の大きさを表す指

5

標）

診療報酬明細書 名

年

称 単位
① 診療報酬明細

度

書枚数 枚
②

目的(この

実

事業によって上記対象

施

をどのような状態にし

分

たいのか) (3)成果

）

指標（目的の達成度を

事

示す指標）

診療報酬明

務

細書の内容を審査し、

事

過誤を修正する。 名称

業

単位
① 審査件数 件
②

結

目

果(上位基本事業の意

的

図) (4)結果の成果

評

指標（上位基本事業の

価

成果指標）

公平な負担

表

のもと、健康で安心し

様

て暮らしてもらう 名称

式

単位
① 特定健診受診率

1

％
② 保険税収納率（現

-

年度分） ％

事務事業の

1

各種指標の実績と見込

記

及び目標

R4年度 R5

入

年度 R5年度 R6年度

日

R7年度 R8年度 R9

令

年度
指標 ＼ 年度 単

和

位
実績値 計画値 実績値

0

計画値 目標値 目標値 目

7

標値
(1)の ① 千円 7

年

,170 7,363 6

0

,922 7,190 6

1

,975 6,766 6

月

,564
活動指標 ②
(

0

2)の ① 枚 148,1

8

61 148,710 1

日

43,039 138,

１

748 134,586

事

130,549 126

務

,633
対象指標 ②
(

事

3)の ① 件 148,1

業

61 148,710 1

の

43,039 138,

現

748 134,586

状

130,549 126

　

,633
成果指標 ②

(

Ｐ

4)の結果の ① ％ 38

Ｌ

.7 60 39.4 60

Ａ

60 60 60
成果指標

Ｎ

② ％ 95.82 93.

及

1 95.51 93.1

び

93.1 93.1 93

Ｄ

.1
予算費目 会計 02

Ｏ

 国民健康保険特別会

事

計 款 02 項 01 目 03

務

コスト 年度 R4年度 R

事

5年度 R5年度 R6年

業

度 R7年度 R8年度 R

名

9年度
実績値 計画値 実

N

績値 計画値 目標値 目標

o

値 目標値
事業費(決算

.

又は予算額)Ａ 単位 7

4

,170 7,454 6

7

,922 7,190 7

5

,190 7,190 7

国

,190

財
源
内
訳

 国

民

庫支出金 千円 0 0 0 0

健

0 0 0
 県支出金 千円

康

0 7,454 0 7,1

保

90 7,190 7,1

険

90 7,190
 地方

審

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

査

 その他 千円 0 0 0 0

支

0 0 0
 一般財源 千円

払

7,170 0 6,92

事

2 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

業

円 140.8 140.

政

8 140.8 140.

策

8 140.8 140.

こ

8 140.8
正職員従

の

事時間×人数 時間×人

事

20× 2 20× 2 20

務

× 2 20× 2 20× 2

事

20× 2 20× 2
正職

業

員以外の人件費 千円 0

施

0 0 0 0 0 0
その他の

策

費用Ｃ 千円 20 20 2

の

2 22 22 22 22
ト

位

ータルコストA+B+

置

C 千円 7,330.8

基

7,614.8 7,0

本

84.8 7,352.

事

8 7,352.8 7,

業

352.8 7,352

主

.8
単位あたりコスト

管

① 千円/枚 0 0.1 0

課

0.1 0.1 0.1 0

名

.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

課

/(2)の対象指標）

長

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

名

0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

法

N

に基づき実施している

o

事業のためできない。

.

今以上に事業の成果を

4

向上

させる方法を記入

7

して下さ

い。 内　容
※

5

(3)の成果指標を向

国

上させる

　ことはでき

民

ますか？

妥当である。

健

目的達成状況 内　容

□

康

民間への一部委託 □民

保

間への全部委託
市関与

険

の必要性 □指定管理 □

審

補助金・負担金助成 ■

査

市の直営
内　容

　（実

支

施手法） 法に基づく実

払

施事業のため。

効
率
性

事

法に基づく実施事業の

業

ため現状維持。
事務事

２

業の統廃合により、

事

評

業の効率化を図り、成

価

果
内　容

を向上させる

　

方法を記入し

て下さい

Ｃ

。

法に基づく実施事業

Ｈ

のため現状維持。
現状

Ｅ

より事業費・人件費を

Ｃ

削減する方法を記入し

Ｋ

て下

さい。（仕様の変

目

更、外部 内　容
委託、

的

従事時間の削減等は

で

妥

きないか？)

公
平
性

直

当

接的な受益者はなし
□

性

ある □ 現状で適正
受益

こ

者負担はありますか？

の

また、受益者負担割合

事

は適 □ ない □ 検討が必

業

要 内　容
正ですか？

■

の

受益者がいない

３
改
革

必

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要

特に意見はない 特にな

性

い
事業実施上の課題、

は

住
民・議会等からの意

薄

見 意　見 対応策
と対応

れ

策

国民健康保険団体連

て

合会へ提出され 継続し

得

て実施するため、前年

ら

度と同
R6年度の事業

れ

計画は前 変　更
た診療

て

報酬明細書の内容が、

い

適正で 様・同規模で実

る

施。
年度から変更・追

い

加は 前年度 ・
あるか審

ま

査した。
あるか 追　加

せ

今後の事業・コスト・

ん

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

。

善案
※今年度からの具

十

体的な事業の進め方、

分

手段の見直し等、各方

な

向性の内容

　　　　　

成

　　　　□　拡大 電子

果

レセプトの導入により

が

、紙のレセプトから電

理

算化
　　　　　　　　

　

　□　改善 されたため

由

、統計・医療費分析等

得

が比較的容易にでき
　

ら

　　　　　　　　■　

れ

現状維持 、合理化が図

て

れる。
　　　　　　　

い

　　□　縮小
　　　　

ま

　　　　　□　統合
　

す

　　　　　　　　□　

か

完了
　　　　　　　　

？

　□　廃止・休止
コス

得

トの方向性
　　　　　

ら

　　　　→　維持
成果

れ

の方向性
　　　　　　

て

　　　→　維持

2

いない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 475 国民健康保険審査支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法により市町村が保険者と定められているため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法により定められているため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見

様

直す（拡
その理由

大・

式

縮小）必要はありませ

1

■ ない
んか？

法により

-

定められているため。

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 476 一般被保険者高額療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４８(1973)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療の高度化傾向に対応し、被保険者の一部負担金の 通院及び入院による一部負担金の軽減を図る役割を果
軽減を図ることを目的として、算定基準額を超える場 たしている。
合に高額療養費を支給。
 
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

国民健康保険団体連合会から通知される医療費に基づき、被保険者が負担する一部
R5年度に実施した具体的な 負担金のうち、自己負担限度額を超えた額を支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の

令

活動量を表す指標）

前

和

年と同様 名称 単位
① 一

 

般被保険者高額療養費

6

千円
変 化

②
内 容

対

年

象(この事業の対象、

度

範囲となる人、物) (

（

2)対象指標（対象の

5

大きさを表す指標）

一

年

般被保険者 名称 単位
①

度

一般被保険者数 人
②

目

実

的(この事業によって

施

上記対象をどのような

分

状態にしたいのか) (

）

3)成果指標（目的の

事

達成度を示す指標）

一

務

般被保険者の自己負担

事

の軽減を図る。 名称 単

業

位
① 一般被保険者高額

目

療養費支給件数 件
②

結

的

果(上位基本事業の意

評

図) (4)結果の成果

価

指標（上位基本事業の

表

成果指標）

公平な負担

様

のもと、健康で安心し

式

て暮らしてもらう 名称

1

単位
① 特定健診受診率

-

％
② 保険税収納率（現

1

年度分） ％

事務事業の

記

各種指標の実績と見込

入

及び目標

R4年度 R5

日

年度 R5年度 R6年度

令

R7年度 R8年度 R9

和

年度
指標 ＼ 年度 単

0

位
実績値 計画値 実績値

7

計画値 目標値 目標値 目

年

標値
(1)の ① 千円 3

0

36,586 395,

1

638 336,347

月

334,742 346

0

,124 357,89

8

3 370,062
活動

日

指標 ②
(2)の ① 人 8

１

,548 8,377 8

事

,082 8,027 7

務

,787 7,554 7

事

,328
対象指標 ②
(

業

3)の ① 件 5,541

の

5,431 5,184

現

5,029 4,879

状

4,733 4,592

　

成果指標 ②
(4)の結

Ｐ

果の ① ％ 38.7 60

Ｌ

39.4 60 60 60

Ａ

60
成果指標 ② ％ 95

Ｎ

.82 93.1 95.

及

51 93.1 93.1

び

93.1 93.1
予算

Ｄ

費目 会計 02 国民健

Ｏ

康保険特別会計 款 02

事

項 02 目 01

コスト 年

務

度 R4年度 R5年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

業

度 R8年度 R9年度
実

名

績値 計画値 実績値 計画

N

値 目標値 目標値 目標値

o

事業費(決算又は予算

.

額)Ａ 単位 336,5

4

86 395,638 3

7

36,346 334,

6

742 334,742

一

334,742 334

般

,742

財
源
内
訳

 国

被

庫支出金 千円 0 0 0 0

保

0 0 0
 県支出金 千円

険

0 395,638 0 3

者

34,742 334,

高

742 334,742

額

334,742
 地方

療

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

養

 その他 千円 0 0 0 0

費

0 0 0
 一般財源 千円

支

336,586 0 33

給

6,346 0 0 0 0
人

事

件費Ｂ 千円 3,731

業

.2 3,731.2 3

政

,731.2 3,73

策

1.2 3,731.2

こ

3,731.2 3,7

の

31.2
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 26

務

5× 4 265× 4 26

事

5× 4 265× 4 26

業

5× 4 265× 4 26

施

5× 4
正職員以外の人

策

件費 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
その他の費用Ｃ 千円

位

81 81 86 86 86

置

86 86
トータルコス

基

トA+B+C 千円 34

本

0,398.2 399

事

,450.2 340,

業

163.2 338,5

主

59.2 338,55

管

9.2 338,559

課

.2 338,559.

名

2
単位あたりコスト ①

課

千円/人 39.8 47

長

.7 42.1 42.2

名

43.5 44.8 46

こ

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

の

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

務

0

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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事
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目的達成状況 内　容

市関与の必要性
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　（実施手法）
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事業の効率化を図り、成果
内　容
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て下さい。
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委託、従事時間の削減等は
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公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない
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改
革
改
善
案
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Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
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年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 476 一般被保険者高額療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴

様

い、対象を見直す（拡

式

その理由
大・縮小）必

1

要はありませ
■ ない

ん

-

か？

国民健康保険の根

2

幹を成す事業のため。

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
に伴い、目



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 478 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２２(2010)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

年間の国保と介護保険の自己負担合計額が高額になる 現在も国保・介護で１月の自己負担限度額が設定され
場合に、一定の限度額を超えた金額を高額介護合算療 、限度額を超えた部分については、高額療養費等の支
養費として支給する制度。 給がなされている。
 ただし、国保・介護双方の合計が高額になった場合に
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 支給される制度が当制度である。毎年８月から翌年７

月までを対象期間として支給される。

現在の月ごとの高額療養費から、介護分と合算し年間での限度額で支給

令

される制度
R5年度に

和

実施した具体的な 。介

 

護・国保の状況が把握

6

できる国保連合会が中

年

心となって行っている

度

。
事業の方法、手順、

（

指標に対す
る成果等

事

5

務事業を取り巻く状況

年

は過去と比べ変化して

度

いるか (1)活動指標

実

（事務事業の活動量を

施

表す指標）

前年と同様

分

名称 単位
① 一般被保険

）

者高額介護合算療養費

事

千円
変 化

②
内 容

対

務

象(この事業の対象、

事

範囲となる人、物) (

業

2)対象指標（対象の

目

大きさを表す指標）

一

的

般被保険者 名称 単位
①

評

一般被保険者数 人
②

目

価

的(この事業によって

表

上記対象をどのような

様

状態にしたいのか) (

式

3)成果指標（目的の

1

達成度を示す指標）

一

-

般被保険者の自己負担

1

の軽減を図る。 名称 単

記

位
① 一般被保高額介護

入

合算療養費支給件数 件

日

②

結果(上位基本事業

令

の意図) (4)結果の

和

成果指標（上位基本事

0

業の成果指標）

公平な

7

負担のもと、健康で安

年

心して暮らしてもらう

0

名称 単位
① 特定健診受

1

診率 ％
② 保険税収納率

月

（現年度分） ％

事務事

0

業の各種指標の実績と

8

見込及び目標

R4年度

日

R5年度 R5年度 R6

１

年度 R7年度 R8年度

事

R9年度
指標 ＼ 年

務

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
(1)の ① 千

の

円 596 592 360

現

473 473 473 4

状

73
活動指標 ②
(2)

　

の ① 人 8,548 8,

Ｐ

377 8,082 8,

Ｌ

027 7,787 7,

Ａ

554 7,328
対象

Ｎ

指標 ②
(3)の ① 件 1

及

2 12 12 12 12 1

び

2 12
成果指標 ②

(4

Ｄ

)の結果の ① ％ 38.

Ｏ

7 60 39.4 60 6

事

0 60 60
成果指標 ②

務

％ 95.82 93.1

事

95.51 93.1 9

業

3.1 93.1 93.

名

1
予算費目 会計 02 

N

国民健康保険特別会計

o

款 02 項 02 目 02

コ

.

スト 年度 R4年度 R5

4

年度 R5年度 R6年度

7

R7年度 R8年度 R9

8

年度
実績値 計画値 実績

一

値 計画値 目標値 目標値

般

目標値
事業費(決算又

被

は予算額)Ａ 単位 59

保

5 592 360 473

険

473 473 473

財

者

源
内
訳

 国庫支出金 千

高

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

額

支出金 千円 0 592 0

介

473 473 473 4

護

73
 地方債 千円 0 0

合

0 0 0 0 0
 その他 千

算

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

療

般財源 千円 595 0 3

養

60 0 0 0 0
人件費Ｂ

費

千円 52.8 52.8

支

52.8 52.8 52

給

.8 52.8 52.8

事

正職員従事時間×人数

業

時間×人 15× 1 15

政

× 1 15× 1 15× 1

策

15× 1 15× 1 15

こ

× 1
正職員以外の人件

の

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

その他の費用Ｃ 千円 6

務

1 61 65 65 65 6

事

5 65
トータルコスト

業

A+B+C 千円 708

施

.8 705.8 477

策

.8 590.8 590

の

.8 590.8 590

位

.8
単位あたりコスト

置

① 千円/人 0.1 0.

基

1 0.1 0.1 0.1

本

0.1 0.1
（ﾄｰﾀ

事

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

業

象指標）② 千円/ 0 0

主

0 0 0 0 0

1

管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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方法を記入し

て下さい

評

。

事業の効率化等は難

価

しい。
現状より事業費

　

・人件費を

削減する方

Ｃ

法を記入して下

さい。

Ｈ

（仕様の変更、外部 内

Ｅ

　容
委託、従事時間の

Ｃ

削減等は

できないか？

Ｋ

)

公
平
性

直接的な受益

目

者はなし
□ ある □ 現状

的

で適正
受益者負担はあ

妥

りますか？

また、受益

当

者負担割合は適 □ ない

性

□ 検討が必要 内　容
正

こ

ですか？
■ 受益者がい

の

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

事

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に意見は

業

ない 特にない
事業実施

の

上の課題、住
民・議会

必

等からの意見 意　見 対

要

応策
と対応策

現在の月

性

ごとの高額療養費から

は

、介 継続して実施する

薄

ため、前年度と同
R6

れ

年度の事業計画は前 変

て

　更
護分と合算し年間

得

での限度額で支給 様・

ら

同規模で実施。
年度か

れ

ら変更・追加は 前年度

て

・
された。

あるか 追　

い

加

今後の事業・コスト

る

・成果の方向性 今後の

い

事業の方向性、改革・

ま

改善案
※今年度からの

せ

具体的な事業の進め方

ん

、手段の見直し等、各

か

方向性の内容

　　　　

。

　　　　　□　拡大 特

十

にない
　　　　　　　

分

　　□　改善
　　　　

な

　　　　　■　現状維

成

持
　　　　　　　　　

果

□　縮小
　　　　　　

が

　　　□　統合
　　　

理

　　　　　　□　完了

　

　　　　　　　　　□

由

　廃止・休止
コストの

得

方向性
　　　　　　　

ら

　　→　維持
成果の方

れ

向性
　　　　　　　　

て

　→　維持

2

いますか？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 478 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

国民健康保険の根幹を成す事業のため。
事業進展等による環

様

境変化
□ ある

に伴い、

式

対象を見直す（拡
その

1

理由
大・縮小）必要は

-

ありませ
■ ない

んか？

2

国民健康保険の根幹を

事

成す事業のため。
事業

務

進展等による環境変化



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 482 出産育児一時金支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４０(1965)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の出産に対する出産育児一時金の支給 一人当たり５０万円を支給することにより出産費用等
 の軽減を図る。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」 国の補助金が段階的に減額され、平成２４(2012)年度

からは廃止された。

こども一人につき出産育児一時金支給申請により、５０万円を給付した。（産科医
R5年度に実施した具体的な 療補償制度保険金１万２千円含）
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
①

令

出産育児一時金申請件

和

数 件
変 化

② 出産育児

 

一時金申請額 千円
内 

6

容

対象(この事業の対

年

象、範囲となる人、物

度

) (2)対象指標（対

（

象の大きさを表す指標

5

）

国民健康保険被保険

年

者 名称 単位
① 国民健康

度

保険被保険者数 人
②

目

実

的(この事業によって

施

上記対象をどのような

分

状態にしたいのか) (

）

3)成果指標（目的の

事

達成度を示す指標）

保

務

険適用外である普通分

事

娩費用の負担軽減を図

業

る。 名称 単位
① 出産育

目

児一時金支給件数 件
②

的

出産育児一時金支給額

評

千円

結果(上位基本事

価

業の意図) (4)結果

表

の成果指標（上位基本

様

事業の成果指標）

公平

式

な負担のもと、健康で

1

安心して暮らしてもら

-

う 名称 単位
① 特定健診

1

受診率 ％
② 保険税収納

記

率（現年度分） ％

事務

入

事業の各種指標の実績

日

と見込及び目標

R4年

令

度 R5年度 R5年度 R

和

6年度 R7年度 R8年

0

度 R9年度
指標 ＼ 

7

年度 単位
実績値 計画値

年

実績値 計画値 目標値 目

0

標値 目標値
(1)の ①

1

件 20 40 13 25 2

月

5 25 25
活動指標 ②

0

千円 8,388 20,

8

000 6,260 12

日

,500 12,500

１

12,500 12,5

事

00
(2)の ① 人 8,

務

548 8,679 8,

事

082 8,027 7,

業

787 7,554 7,

の

328
対象指標 ②
(3

現

)の ① 件 20 40 13

状

25 25 25 25
成果

　

指標 ② 千円 8,388

Ｐ

20,000 6,26

Ｌ

0 12,500 12,

Ａ

500 12,500 1

Ｎ

2,500
(4)の結

及

果の ① ％ 38.7 60

び

39.4 60 60 60

Ｄ

60
成果指標 ② ％ 95

Ｏ

.82 93.1 95.

事

51 93.1 93.1

務

93.1 93.1
予算

事

費目 会計 02 国民健

業

康保険特別会計 款 02

名

項 04 目 01

コスト 年

N

度 R4年度 R5年度 R

o

5年度 R6年度 R7年

.

度 R8年度 R9年度
実

4

績値 計画値 実績値 計画

8

値 目標値 目標値 目標値

2

事業費(決算又は予算

出

額)Ａ 単位 8,388

産

20,000 6,26

育

0 12,500 12,

児

500 12,500 1

一

2,500

財
源
内
訳

 

時

国庫支出金 千円 0 0 0

金

0 0 0 0
 県支出金 千

支

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

給

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 0 13

業

,333 0 8,333

政

8,333 8,333

策

8,333
 一般財源

こ

千円 8,388 6,6

の

67 6,260 4,1

事

67 4,167 4,1

務

67 4,167
人件費

事

Ｂ 千円 739.2 73

業

9.2 739.2 73

施

9.2 739.2 73

策

9.2 739.2
正職

の

員従事時間×人数 時間

位

×人 70× 3 70× 3

置

70× 3 70× 3 70

基

× 3 70× 3 70× 3

本

正職員以外の人件費 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
その

業

他の費用Ｃ 千円 20 2

主

0 22 22 22 22 2

管

2
トータルコストA+

課

B+C 千円 9,147

名

.2 20,759.2

課

7,021.2 13,

長

261.2 13,26

名

1.2 13,261.

こ

2 13,261.2
単

の

位あたりコスト ① 千円

事

/人 1.1 2.4 0.

務

9 1.7 1.7 1.8

事

1.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

業

ﾄ/(2)の対象指標

の

）② 千円/ 0 0 0 0 0

開

0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は絞込）

必要はありま

業

せんか？ ■ ない

有
効
性

名

法の規定により定めら

N

れているためできない

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

8

※(3)の成果指標を

2

向上させる

　ことはで

出

きますか？

妥当である

産

。
目的達成状況 内　容

育

□民間への一部委託 □

児

民間への全部委託
市関

一

与の必要性 □指定管理

時

□補助金・負担金助成

金

■市の直営
内　容

　（

支

実施手法） 法の規定に

給

より定められている。

事

効
率
性

法の規定により

業

定められているため現

２

状維持。
事務事業の統

評

廃合により、

事業の効

価

率化を図り、成果
内　

　

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

法の

Ｈ

規定により定められて

Ｅ

いるため現状維持。
現

Ｃ

状より事業費・人件費

Ｋ

を

削減する方法を記入

目

して下

さい。（仕様の

的

変更、外部 内　容
委託

妥

、従事時間の削減等は

当

できないか？)

公
平
性

性

直接的な受益者はなし

こ

□ ある □ 現状で適正
受

の

益者負担はありますか

事

？

また、受益者負担割

業

合は適 □ ない □ 検討が

の

必要 内　容
正ですか？

必

■ 受益者がいない

３
改

要

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

性

Ｎ

特に意見はない 特に

は

ない
事業実施上の課題

薄

、住
民・議会等からの

れ

意見 意　見 対応策
と対

て

応策

こども一人につき

得

出産育児一時金支 継続

ら

して実施するため、前

れ

年度と同
R6年度の事

て

業計画は前 変　更
給申

い

請により、５０万円を

る

給付。（ 様・同規模で

い

実施。
年度から変更・

ま

追加は 前年度 ・
産科医

せ

療補償制度保険金１万

ん

２千円
あるか 追　加

含

か

）

今後の事業・コスト

。

・成果の方向性 今後の

十

事業の方向性、改革・

分

改善案
※今年度からの

な

具体的な事業の進め方

成

、手段の見直し等、各

果

方向性の内容

　　　　

が

　　　　　□　拡大 現

理

状維持
　　　　　　　

　

　　□　改善
　　　　

由

　　　　　■　現状維

得

持
　　　　　　　　　

ら

□　縮小
　　　　　　

れ

　　　□　統合
　　　

て

　　　　　　□　完了

い

　　　　　　　　　□

ま

　廃止・休止
コストの

す

方向性
　　　　　　　

か

　　→　維持
成果の方

？

向性
　　　　　　　　

得

　→　維持

2

られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 482 出産育児一時金支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大

様

・縮小）必要はありま

式

せ
■ ない

んか？

法の規

1

定により定められてい

-

る
事業進展等による環

2

境変化 □ ある
に伴い、

事

目的を見直す（目
その

務

理由
的の追加・拡充又



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 483 葬祭費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 昭和４０(1965)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者の死亡に対する葬祭費の支給。 死亡した被保険者の葬祭を行う者に対し、葬祭費とし
 て５万円を支給する。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

葬祭費支給申請に基づき、葬祭１件につき５万円を給付した。
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

前年と同様 名称 単位
① 葬祭費申請件数 件

変 化
② 葬祭費申請額 千円

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

国民健康保

令

険被保険者数 名称 単位

和

① 国民健康保険被保険

 

者数 人
②

目的(この事

6

業によって上記対象を

年

どのような状態にした

度

いのか) (3)成果指

（

標（目的の達成度を示

5

す指標）

葬祭費用の負

年

担軽減を図る。 名称 単

度

位
① 葬祭費支給件数 件

実

② 葬祭費支給額 千円

結

施

果(上位基本事業の意

分

図) (4)結果の成果

）

指標（上位基本事業の

事

成果指標）

公平な負担

務

のもと、健康で安心し

事

て暮らしてもらう 名称

業

単位
① 特定健診受診率

目

％
② 保険税収納率（現

的

年度分） ％

事務事業の

評

各種指標の実績と見込

価

及び目標

R4年度 R5

表

年度 R5年度 R6年度

様

R7年度 R8年度 R9

式

年度
指標 ＼ 年度 単

1

位
実績値 計画値 実績値

-

計画値 目標値 目標値 目

1

標値
(1)の ① 件 44

記

55 52 55 55 55

入

55
活動指標 ② 千円 2

日

,200 2,750 2

令

,600 2,750 2

和

,750 2,750 2

0

,750
(2)の ① 人

7

8,548 8,377

年

8,082 8,027

0

7,787 7,554

1

7,328
対象指標 ②

月

(3)の ① 件 44 55

0

52 55 55 55 55

8

成果指標 ② 千円 2,2

日

00 2,750 2,6

１

00 2,750 2,7

事

50 2,750 2,7

務

50
(4)の結果の ①

事

％ 38.7 60 39.

業

4 60 60 60 60
成

の

果指標 ② ％ 95.82

現

93.1 95.51 9

状

3.1 93.1 93.

　

1 93.1
予算費目 会

Ｐ

計 02 国民健康保険

Ｌ

特別会計 款 02 項 05

Ａ

目 01

コスト 年度 R4

Ｎ

年度 R5年度 R5年度

及

R6年度 R7年度 R8

び

年度 R9年度
実績値 計

Ｄ

画値 実績値 計画値 目標

Ｏ

値 目標値 目標値
事業費

事

(決算又は予算額)Ａ

務

単位 2,200 2,7

事

50 2,600 2,7

業

50 2,750 2,7

名

50 2,750

財
源
内

N

訳

 国庫支出金 千円 0

o

0 0 0 0 0 0
 県支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

4

 地方債 千円 0 0 0 0

8

0 0 0
 その他 千円 0

3

0 0 0 0 0 0
 一般財

葬

源 千円 2,200 2,

祭

750 2,600 2,

費

750 2,750 2,

支

750 2,750
人件

給

費Ｂ 千円 528 528

事

528 528 528 5

業

28 528
正職員従事

政

時間×人数 時間×人 5

策

0× 3 50× 3 50×

こ

3 50× 3 50× 3 5

の

0× 3 50× 3
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
その他の費

事

用Ｃ 千円 20 20 22

業

22 22 22 22
トー

施

タルコストA+B+C

策

千円 2,748 3,2

の

98 3,150 3,3

位

00 3,300 3,3

置

00 3,300
単位あ

基

たりコスト ① 千円/人

本

0.3 0.4 0.4 0

事

.4 0.4 0.4 0.

業

5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

主

(2)の対象指標）②

管

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

課

1

名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませんか？ ■ な

業

い

有
効
性

成果を期待す

名

る事業ではない。
今以

N

上に事業の成果を向上

o

させる方法を記入して

.

下さ

い。 内　容
※(3

4

)の成果指標を向上さ

8

せる

　ことはできます

3

か？

妥当である。
目的

葬

達成状況 内　容

□民間

祭

への一部委託 □民間へ

費

の全部委託
市関与の必

支

要性 □指定管理 □補助

給

金・負担金助成 ■市の

事

直営
内　容

　（実施手

業

法） 法の規定により定

２

められている。

効
率
性

評

法の規定により定めら

価

れているため現状維持

　

。
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｈ

図り、成果
内　容

を向

Ｅ

上させる方法を記入し

Ｃ

て下さい。

法の規定に

Ｋ

より定められているた

目

め現状維持。
現状より

的

事業費・人件費を

削減

妥

する方法を記入して下

当

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

こ

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

直接的

事

な受益者はなし
□ ある

業

□ 現状で適正
受益者負

の

担はありますか？

また

必

、受益者負担割合は適

要

□ ない □ 検討が必要 内

性

　容
正ですか？

■ 受益

は

者がいない

３
改
革
改
善

薄

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

特に

れ

意見はない 特にない
事

て

業実施上の課題、住
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 対応策
と対応策

葬

れ

祭費支給申請に基づき

て

、葬祭１件 継続して実

い

施するため、前年度と

る

同
R6年度の事業計画

い

は前 変　更
につき５万

ま

円を給付した。 様・同

せ

規模で実施。
年度から

ん

変更・追加は 前年度 ・

か

あるか 追　加

今後の事

。

業・コスト・成果の方

十

向性 今後の事業の方向

分

性、改革・改善案
※今

な

年度からの具体的な事

成

業の進め方、手段の見

果

直し等、各方向性の内

が

容

　　　　　　　　　

理

□　拡大 現状維持
　　

　

　　　　　　　□　改

由

善
　　　　　　　　　

得

■　現状維持
　　　　

ら

　　　　　□　縮小
　

れ

　　　　　　　　□　

て

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

ま

　　　　□　廃止・休

す

止
コストの方向性
　　

か

　　　　　　　→　維

？

持
成果の方向性
　　　

得

　　　　　　→　維持

ら

2

れていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 483 葬祭費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要は

様

ありませ
■ ない

んか？

式

法の規定により定めら

1

れている。
事業進展等

-

による環境変化 □ ある

2

に伴い、目的を見直す

事

（目
その理由

的の追加

務

・拡充又は絞込）

必要



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 489 特定健康診査等事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

「高齢者の医療の確保に関する法律」により、各医療 上記のように法で義務付けられており、平成２０(200
保険者（市町村国保、各健康保険組合等）でのメタボ 8)年度から特定健診を実施している。
リック（内臓脂肪）に着目した特定健診・特定保健指 また、医療費が高額な人工透析への移行を遅らせるた
導が平成２０(2008)年度から開始となった。 めに糖尿病性腎症の重症化予防事業を積極的に行う必
 要がある。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」  

　　

国民健康保険に加入する者のうち４０歳から７４歳までの者に対して

令

、無料の特定
R5年度

和

に実施した具体的な 健

 

診受診券を送付した。

6

特定健診受診者のうち

年

健康の保持に努める必

度

要がある者に
事業の方

（

法、手順、指標に対す

5

対し、特定保健指導を

年

実施し、糖尿病、高血

度

圧症、脂質異常症、そ

実

の他の生活習慣
る成果

施

等 病の予防、解消に努

分

めた。また、受診期間

）

を４月から１月までの

事

１０ヵ月間とし、
２・

務

３月に集団健診を２日

事

間実施した。

事務事業

業

を取り巻く状況は過去

目

と比べ変化しているか

的

(1)活動指標（事務

評

事業の活動量を表す指

価

標）

前年と同様 名称 単

表

位
① 国民健康保険被保

様

険者数 人
変 化

②
内 

式

容

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

-

) (2)対象指標（対

1

象の大きさを表す指標

記

）

国民健康保険加入者

入

のうち４０歳から７４

日

歳までの人 名称 単位
①

令

特定健診対象者数 人
②

和

目的(この事業によっ

0

て上記対象をどのよう

7

な状態にしたいのか)

年

(3)成果指標（目的

0

の達成度を示す指標）

1

糖尿病、高血圧症、脂

月

質異常症、その他の生

0

活習慣病を予防、解 名

8

称 単位
消する ① 特定健

日

診受診者 人
② 特定保健

１

指導利用者 人

結果(上

事

位基本事業の意図) (

務

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

業

標）

適正な医療給付が

の

され、医療負担の軽減

現

がされる 名称 単位
① 特

状

定健診受診率 ％
② 保険

　

税収納率（現年度分）

Ｐ

％

事務事業の各種指標

Ｌ

の実績と見込及び目標

Ａ

R4年度 R5年度 R5

Ｎ

年度 R6年度 R7年度

及

R8年度 R9年度
指標

び

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｄ

計画値 実績値 計画値 目

Ｏ

標値 目標値 目標値
(1

事

)の ① 人 8,548 8

務

,378 8,082 8

事

,027 7,787 7

業

,554 7,328
活

名

動指標 ②
(2)の ① 人

N

6,400 6,272

o

5,900 6,166

.

5,982 5,803

4

5,629
対象指標 ②

8

(3)の ① 人 2,47

9

9 2,615 2,32

特

7 2,900 2,71

定

6 2,809 2,89

健

3
成果指標 ② 人 60 1

康

05 92 105 120

診

135 150
(4)の

査

結果の ① ％ 38.7 6

等

0 39.4 60 60 6

事

0 60
成果指標 ② ％ 9

業

5.82 93.1 95

政

.51 93.1 93.

策

1 93.1 93.1
予

こ

算費目 会計 02 国民

の

健康保険特別会計 款 0

事

4 項 01 目 01

コスト

務

年度 R4年度 R5年度

事

R5年度 R6年度 R7

業

年度 R8年度 R9年度

施

実績値 計画値 実績値 計

策

画値 目標値 目標値 目標

の

値
事業費(決算又は予

位

算額)Ａ 単位 36,5

置

68 52,043 34

基

,742 48,900

本

48,964 48,9

事

64 48,964

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
 県支

管

出金 千円 0 14,26

課

1 0 14,026 14

名

,026 14,026

課

14,026
 地方債

長

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

その他 千円 0 6,63

こ

8 0 6,382 6,3

の

82 6,382 6,3

事

82
 一般財源 千円 3

務

6,568 31,14

事

4 34,742 28,

業

492 28,556 2

の

8,556 28,55

開

6
人件費Ｂ 千円 5,6

始

09.2 5,609.

時

2 7,163.2 7,

期

163.2 7,163

事

.2 7,163.2 7

務

,163.2
正職員従

区

事時間×人数 時間×人

分

405× 2 405× 2

法

405× 2 405× 2

定

405× 2 405× 2

受

405× 2
正職員以外

託

の人件費 千円 2,75

事

8 2,758 4,31

務

2 4,312 4,31

自

2 4,312 4,31

治

2
その他の費用Ｃ 千円

事

343 343 357 3

務

57 357 357 35

こ

7
トータルコストA+

の

B+C 千円 42,52

事

0.2 57,995.

務

2 42,262.2 5

事

6,420.2 56,

業

484.2 56,48

の

4.2 56,484.

根

2
単位あたりコスト ①

拠

千円/人 6.6 9.2

法

7.2 9.2 9.4 9

令

.7 10
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

業

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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コストの方向性
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様式1-2

事務事業名 No. 489 特定健康診査等事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法の規定により定められている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

法の規定により定められている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小

様

）必要はありませ
■ な

式

い
んか？

法の規定によ

1

り定められている。
事

-

業進展等による環境変

2

化 □ ある
に伴い、目的

事

を見直す（目
その理由

務

的の追加・拡充又は絞



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 490 医療費通知事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成７(1995)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法第３条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

国保被保険者に対して、かかった医療費およびジェネ 年６回の医療費通知、年２回のジェネリック医薬品差
リック医薬品差額の通知をする。 額通知をすることにより、被保険者に対してかかった
 医療費の確認と健康管理を促す。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

受診年月、入院・通院・歯科・調剤・柔道整復師の施術の別、受診日数、医療機関
R5年度に実施した具体的な の名称、医療費の額等の項目について、２カ月ごとの年６回作成し郵送した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標

令

（事務事業の活動量を

和

表す指標）

平成２９(

 

2017)年度までは

6

、医療費通知の作成を

年

業者に委 名称 単位
託し

度

ていたが、平成３０(

（

2018)年度からは

5

国保連合会に委 ① 医療

年

費通知作成回数 回
変 

度

化
託。 ②

内 容

対象(

実

この事業の対象、範囲

施

となる人、物) (2)

分

対象指標（対象の大き

）

さを表す指標）

国民健

事

康保険被保険者 名称 単

務

位
① 国民健康保険被保

事

険者数 人
②

目的(この

業

事業によって上記対象

目

をどのような状態にし

的

たいのか) (3)成果

評

指標（目的の達成度を

価

示す指標）

医療費への

表

関心をもってもらう。

様

名称 単位
① 医療費通知

式

発送件数 件
②

結果(上

1

位基本事業の意図) (

-

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

記

標）

公平な負担のもと

入

、健康で安心して暮ら

日

してもらう 名称 単位
①

令

特定健診受診率 ％
② 保

和

険税収納率（現年度分

0

） ％

事務事業の各種指

7

標の実績と見込及び目

年

標

R4年度 R5年度 R

0

5年度 R6年度 R7年

1

度 R8年度 R9年度
指

月

標 ＼ 年度 単位
実績

0

値 計画値 実績値 計画値

8

目標値 目標値 目標値
(

日

1)の ① 回 6 6 6 6 6

１

6 6
活動指標 ②
(2)

事

の ① 人 8,548 8,

務

378 8,082 8,

事

027 7,787 7,

業

554 7,328
対象

の

指標 ②
(3)の ① 件 2

現

7,316 26,77

状

0 26,259 25,

　

472 24,708 2

Ｐ

3,967 23,24

Ｌ

8
成果指標 ②

(4)の

Ａ

結果の ① ％ 38.7 6

Ｎ

0 39.4 60 60 6

及

0 60
成果指標 ② ％ 9

び

5.82 93.1 95

Ｄ

.51 93.1 93.

Ｏ

1 93.1 93.1
予

事

算費目 会計 02 国民

務

健康保険特別会計 款 0

事

4 項 02 目 01

コスト

業

年度 R4年度 R5年度

名

R5年度 R6年度 R7

N

年度 R8年度 R9年度

o

実績値 計画値 実績値 計

.

画値 目標値 目標値 目標

4

値
事業費(決算又は予

9

算額)Ａ 単位 2,34

0

4 2,416 2,25

医

1 2,702 3,00

療

2 3,002 3,00

費

2

財
源
内
訳

 国庫支出

通

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

知

 県支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 地方債 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 その

政

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 一般財源 千円 2,3

こ

44 2,416 2,2

の

51 2,702 3,0

事

02 3,002 3,0

務

02
人件費Ｂ 千円 73

事

9.2 739.2 73

業

9.2 739.2 73

施

9.2 739.2 73

策

9.2
正職員従事時間

の

×人数 時間×人 70×

位

3 70× 3 70× 3 7

置

0× 3 70× 3 70×

基

3 70× 3
正職員以外

本

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 10 10 11 11

主

11 11 11
トータル

管

コストA+B+C 千円

課

3,093.2 3,1

名

65.2 3,001.

課

2 3,452.2 3,

長

752.2 3,752

名

.2 3,752.2
単

こ

位あたりコスト ① 千円

の

/人 0.4 0.4 0.

事

4 0.4 0.5 0.5

務

0.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

業

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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分

的な事業の進め方、手

な

段の見直し等、各方向

成

性の内容

　　　　　　

果

　　　□　拡大 医療費

が

通知等自体は一定のコ

理

ストを要するが、一方

　

で
　　　　　　　　　

由

□　改善 医療費適正化

得

の側面もあるため、基

ら

本的に今後も継続
　　

れ

　　　　　　　■　現

て

状維持 していく。
　　

い

　　　　　　　□　縮

ま

小
　　　　　　　　　

す

□　統合
　　　　　　

か

　　　□　完了
　　　

？

　　　　　　□　廃止

得

・休止
コストの方向性

ら

　　　　　　　　　↑

れ

　増加
成果の方向性
　

て

　　　　　　　　→　

い

維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 490 医療費通知事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

保険者としての責務である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

最大限実施している。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

■ ない

様

んか？

最大限実施して

式

いる。
事業進展等によ

1

る環境変化 □ ある
に伴

-

い、目的を見直す（目

2

その理由
的の追加・拡

事

充又は絞込）

必要はあ

務

りませんか？ ■ ない

有



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 491 国民健康保険レセプト点検事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成元(1989)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 国民健康保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

医療機関から提出された診療報酬明細書（レセプト） レセプトの点検・審査により不正請求・重複請求等過
の点検審査費用 誤のあるレセプトを返戻等して医療費の適正化に努め
 る。
　「ＳＤＧｓの取り組み：３」

診療報酬明細書（レセプト）の点検について、有資格事業者へ業務委託し、毎月届
R5年度に実施した具体的な くレセプトを点検する。疑問のあるレセプトについては、国民健康保険団体連合会
事業の方法、手順、指標に対す へ再審査として返戻した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1

令

)活動指標（事務事業

和

の活動量を表す指標）

 

平成29(2017)

6

年度までは、レセプト

年

点検員の臨時職員を雇

度

名称 単位
用していたが

（

、平成30(2018

5

)年度からは業者委託

年

に変更 ① レセプト点検

度

件数 件
変 化

②
内 容

実

対象(この事業の対象

施

、範囲となる人、物)

分

(2)対象指標（対象

）

の大きさを表す指標）

事

国民健康保険医療給付

務

費 名称 単位
① 国民健康

事

保険医療給付費 千円
②

業

目的(この事業によっ

目

て上記対象をどのよう

的

な状態にしたいのか)

評

(3)成果指標（目的

価

の達成度を示す指標）

表

誤った請求をなくし、

様

適切な医療費を支払う

式

。 名称 単位
① レセプト

1

点検後返戻する金額 千

-

円
②

結果(上位基本事

1

業の意図) (4)結果

記

の成果指標（上位基本

入

事業の成果指標）

公平

日

な負担のもと、健康で

令

安心して暮らしてもら

和

う 名称 単位
① 特定健診

0

受診率 ％
② 保険税収納

7

率（現年度分） ％

事務

年

事業の各種指標の実績

0

と見込及び目標

R4年

1

度 R5年度 R5年度 R

月

6年度 R7年度 R8年

0

度 R9年度
指標 ＼ 

8

年度 単位
実績値 計画値

日

実績値 計画値 目標値 目

１

標値 目標値
(1)の ①

事

件 151,386 14

務

8,359 146,7

事

27 142,326 1

業

38,057 133,

の

916 129,899

現

活動指標 ②
(2)の ①

状

千円 2,441,42

　

3 2,671,880

Ｐ

2,356,374 2

Ｌ

,435,039 2,

Ａ

474,000 2,5

Ｎ

13,584 2,55

及

3,802
対象指標 ②

び

(3)の ① 千円 2,9

Ｄ

47 2,889 2,0

Ｏ

80 2,018 1,9

事

58 1,900 1,8

務

43
成果指標 ②

(4)

事

の結果の ① ％ 38.7

業

60 39.4 60 60

名

60 60
成果指標 ② ％

N

95.82 93.1 9

o

5.51 93.1 93

.

.1 93.1 93.1

4

予算費目 会計 02 国

9

民健康保険特別会計 款

1

04 項 02 目 01

コス

国

ト 年度 R4年度 R5年

民

度 R5年度 R6年度 R

健

7年度 R8年度 R9年

康

度
実績値 計画値 実績値

保

計画値 目標値 目標値 目

険

標値
事業費(決算又は

レ

予算額)Ａ 単位 4,0

セ

09 4,063 4,0

プ

63 4,234 4,2

ト

34 4,234 4,2

点

34

財
源
内
訳

 国庫支

検

出金 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 県支出金 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
 地方債 千

政

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

策

の他 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 一般財源 千円 4,

の

009 4,063 4,

事

063 4,234 4,

務

234 4,234 4,

事

234
人件費Ｂ 千円 7

業

39.2 739.2 7

施

39.2 739.2 7

策

39.2 739.2 7

の

39.2
正職員従事時

位

間×人数 時間×人 10

置

5× 2 105× 2 10

基

5× 2 105× 2 10

本

5× 2 105× 2 10

事

5× 2
正職員以外の人

業

件費 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
その他の費用Ｃ 千円

管

10 10 11 11 11

課

11 11
トータルコス

名

トA+B+C 千円 4,

課

758.2 4,812

長

.2 4,813.2 4

名

,984.2 4,98

こ

4.2 4,984.2

の

4,984.2
単位あ

事

たりコスト ① 千円/千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

の

0 0 0 0 0 0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

充又は絞込）

必要はあ

業

りませんか？ ■ ない

有

名

効
性

現状で実施できて

N

いるため改善は難しい

o

。
今以上に事業の成果

.

を向上

させる方法を記

4

入して下さ

い。 内　容

9

※(3)の成果指標を

1

向上させる

　ことはで

国

きますか？

妥当である

民

。
目的達成状況 内　容

健

□民間への一部委託 □

康

民間への全部委託
市関

保

与の必要性 □指定管理

険

□補助金・負担金助成

レ

■市の直営
内　容

　（

セ

実施手法） 現状で実施

プ

できている。

効
率
性

現

ト

状で実施できているた

点

め現状維持。
事務事業

検

の統廃合により、

事業

事

の効率化を図り、成果

務

内　容
を向上させる方

２

法を記入し

て下さい。

評

現状で実施できている

価

ため現状維持。
現状よ

　

り事業費・人件費を

削

Ｃ

減する方法を記入して

Ｈ

下

さい。（仕様の変更

Ｅ

、外部 内　容
委託、従

Ｃ

事時間の削減等は

でき

Ｋ

ないか？)

公
平
性

 直

目

接的な受益者はなし
□

的

ある □ 現状で適正
受益

妥

者負担はありますか？

当

また、受益者負担割合

性

は適 □ ない □ 検討が必

こ

要 内　容
正ですか？

■

の

受益者がいない

３
改
革

事

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

業

特に意見はない 特にな

の

い
事業実施上の課題、

必

住
民・議会等からの意

要

見 意　見 対応策
と対応

性

策

疑問のあるレセプト

は

については、国 継続し

薄

て実施するため、前年

れ

度と同
R6年度の事業

て

計画は前 変　更
民健康

得

保険団体連合会へ再審

ら

査とし 様・同規模で実

れ

施。
年度から変更・追

て

加は 前年度 ・
て返戻し

い

た。
あるか 追　加

今後

る

の事業・コスト・成果

い

の方向性 今後の事業の

ま

方向性、改革・改善案

せ

※今年度からの具体的

ん

な事業の進め方、手段

か

の見直し等、各方向性

。

の内容

　　　　　　　

十

　　□　拡大 点検員が

分

診療報酬体系を熟知す

な

ることにより、点検審

成

　　　　　　　　　□

果

　改善 査業務が適正に

が

なることから、今まで

理

以上の専門化が
　　　

　

　　　　　　■　現状

由

維持 要求される。
　　

得

　　　　　　　□　縮

ら

小
　　　　　　　　　

れ

□　統合
　　　　　　

て

　　　□　完了
　　　

い

　　　　　　□　廃止

ま

・休止
コストの方向性

す

　　　　　　　　　→

か

　維持
成果の方向性
　

？

　　　　　　　　→　

得

維持

2

られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 491 国民健康保険レセプト点検事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

医療費の支出の適正化を図っている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状で実施できている。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

様

その理由
大・縮小）必

式

要はありませ
■ ない

ん

1

か？

現状で実施できて

-

いる。
事業進展等によ

2

る環境変化 □ ある
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 567 後期高齢者医療推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律　

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成20(2008)年４月から後期高齢者医療制度の開始に 年齢到達で75歳になった人や65歳から74歳で一定の障
伴い、保険者業務全般を愛知県後期高齢者医療広域連 がいを有する人の資格取得手続きや被保険者証の交付
合が行うこととなり、市町村は被保険者証（保険証） 再交付、高額療養費等の各種給付申請の受付事務を行
の発行等窓口業務や保険料の徴収業務等を行うことと っている。後期高齢者等へ適切な医療給付等を行うた
なった。市は被保険者証発行、資格申請・各種給付受 めに必要な事業となって

令

いる
付などの事務を行

和

う
 
「ＳＤＧｓの取り

 

組み：３」
 

①資格取

6

得、喪失など申請受付

年

をした
R5年度に実施

度

した具体的な ②被保険

（

者証の発行、送付をし

5

た
事業の方法、手順、

年

指標に対す ③高額療養

度

費、補装具等の療養給

実

付費などの支給申請の

施

受付をした
る成果等

事

分

務事業を取り巻く状況

）

は過去と比べ変化して

事

いるか (1)活動指標

務

（事務事業の活動量を

事

表す指標）

後期高齢者

業

医療の被保険者増加 名

目

称 単位
① 後期高齢者医

的

療費給付件数 件
変 化

評

②
内 容

対象(この事

価

業の対象、範囲となる

表

人、物) (2)対象指

様

標（対象の大きさを表

式

す指標）

①75歳以上

1

の人 名称 単位
②65際

-

から74歳で一定の障

1

がいを有する人 ① ７５

記

歳以上の人 人
② 65歳

入

から74歳で一定の障

日

がいを有する人 人

目的

令

(この事業によって上

和

記対象をどのような状

0

態にしたいのか) (3

7

)成果指標（目的の達

年

成度を示す指標）

後期

0

高齢者の健康保持に必

1

要な医療給付を適切に

月

行い、後期高齢 名称 単

0

位
者医療制度を安定的

8

に運営していく ① 後期

日

高齢者医療費給付額 千

１

円
②

結果(上位基本事

事

業の意図) (4)結果

務

の成果指標（上位基本

事

事業の成果指標）

安定

業

した医療制度のもとで

の

、公平な負担により、

現

健康で安心して 名称 単

状

位
暮らしてもらう ① 後

　

期高齢者医療被保険者

Ｐ

数 人
② 後期高齢者医療

Ｌ

保険料収納率 ％

事務事

Ａ

業の各種指標の実績と

Ｎ

見込及び目標

R4年度

及

R5年度 R5年度 R6

び

年度 R7年度 R8年度

Ｄ

R9年度
指標 ＼ 年

Ｏ

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① 件

事

169,899 177

業

,205 180,74

名

8 190,508 20

N

0,795 211,6

o

38 223,066
活

.

動指標 ②
(2)の ① 人

5

6,054 6,132

6

6,430 6,777

7

7,143 7,529

後

7,935
対象指標 ②

期

人 189 197 176

高

186 196 207 2

齢

18
(3)の ① 千円 5

者

,007,898 5,

医

223,238 5,5

療

09,386 5,80

推

6,893 3,120

進

,465 6,450,

事

970 6,799,3

業

22
成果指標 ②

(4)

政

の結果の ① 人 6,24

策

3 6,352 6,60

こ

6 6,963 7,33

の

9 7,735 8,15

事

3
成果指標 ② ％ 99.

務

8 99.8 99.7 9

事

9.8 99.8 99.

業

8 99.8
予算費目 会

施

計 09 後期高齢者医

策

療特別会計 款 01 項 0

の

1 目 01

コスト 年度 R

位

4年度 R5年度 R5年

置

度 R6年度 R7年度 R

基

8年度 R9年度
実績値

本

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
事業

業

費(決算又は予算額)

主

Ａ 単位 4,691 3,

管

469 3,124 3,

課

980 4,010 4,

名

010 4,010

財
源

課

内
訳

 国庫支出金 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
 県支

名

出金 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 一般

務

財源 千円 4,691 3

事

,469 3,124 3

業

,980 4,010 4

の

,010 4,010
人

開

件費Ｂ 千円 8,704

始

8,704 8,622

時

9,305 9,305

期

9,305 9,305

事

正職員従事時間×人数

務

時間×人 425× 5 4

区

25× 5 390× 5 4

分

25× 5 425× 5 4

法

25× 5 425× 5
正

定

職員以外の人件費 千円

受

1,224 1,224

託

1,758 1,825

事

1,825 1,825

務

1,825
その他の費

自

用Ｃ 千円 505 505

治

538 538 538 5

事

38 538
トータルコ

務

ストA+B+C 千円 1

こ

3,900 12,67

の

8 12,284 13,

事

823 13,853 1

務

3,853 13,85

事

3
単位あたりコスト ①

業

千円/人 2.3 2.1

の

1.9 2 1.9 1.8

根

1.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

拠

ﾄ/(2)の対象指標

法

）② 千円/人 73.5

令

64.4 69.8 74

事

.3 70.7 66.9

業

63.5

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
的の追加・拡充又は

業

絞込）

必要はありませ

名

んか？ ■ ない

有
効
性

高

N

齢者の医療の確保に関

o

する法律に基づく事業

.

のため、変更できない

5

今以上に事業の成果を

6

向上

させる方法を記入

7

して下さ

い。 内　容
※

後

(3)の成果指標を向

期

上させる

　ことはでき

高

ますか？

達成している

齢

目的達成状況 内　容

□

者

民間への一部委託 □民

医

間への全部委託
市関与

療

の必要性 □指定管理 □

推

補助金・負担金助成 ■

進

市の直営
内　容

　（実

事

施手法） 市で行う事務

業

が決まっているため、

２

変更できない

効
率
性

市

評

で行う事務が決まって

価

いるため、変更できな

　

い
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｈ

図り、成果
内　容

を向

Ｅ

上させる方法を記入し

Ｃ

て下さい。

市で行う事

Ｋ

務が決まっているため

目

、変更できない
現状よ

的

り事業費・人件費を

削

妥

減する方法を記入して

当

下

さい。（仕様の変更

性

、外部 内　容
委託、従

こ

事時間の削減等は

でき

の

ないか？)

公
平
性

保険

事

制度で決まっている
□

業

ある □ 現状で適正
受益

の

者負担はありますか？

必

また、受益者負担割合

要

は適 □ ない □ 検討が必

性

要 内　容
正ですか？

■

は

受益者がいない

３
改
革

薄

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

れ

特に意見はなし 特にな

て

し
事業実施上の課題、

得

住
民・議会等からの意

ら

見 意　見 対応策
と対応

れ

策

後期高齢者医療制度

て

の適正な運用 特になし

い

R6年度の事業計画は

る

前 変　更
年度から変更

い

・追加は 前年度 ・
ある

ま

か 追　加

今後の事業・

せ

コスト・成果の方向性

ん

今後の事業の方向性、

か

改革・改善案
※今年度

。

からの具体的な事業の

十

進め方、手段の見直し

分

等、各方向性の内容

　

な

　　　　　　　　□　

成

拡大 持続可能な社会保

果

障制度の確立を図るた

が

めの改革の推
　　　　

理

　　　　　□　改善 進

　

に関する法律に基づく

由

、医療保険制度改革の

得

実施状
　　　　　　　

ら

　　■　現状維持 況等

れ

を踏まえながら、国や

て

愛知県の高齢者医療制

い

度見
　　　　　　　　

ま

　□　縮小 直しに合わ

す

せて検討する。
　　　

か

　　　　　　□　統合

？

 
　　　　　　　　　

得

□　完了
　　　　　　

ら

　　　□　廃止・休止

れ

コストの方向性
　　　

て

　　　　　　→　維持

い

成果の方向性
　　　　

な

　　　　　→　維持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 567 後期高齢者医療推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

必要な事務である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直すことはできない
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はあ

様

りませ
■ ない

んか？

効

式

率的、効果的な事業運

1

営を推進するため、と

-

いう目的に変化はない

2

事業進展等による環境

事

変化 □ ある
に伴い、目

務

的を見直す（目
その理



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 568 後期高齢者医療保険料賦課徴収事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成20(2008)年４月から後期高齢者医療制度の開始に 保険料の公平な負担のため、広域連合により賦課決定
伴い、保険者業務全般を愛知県後期高齢者医療広域連 された保険料の通知や未納者への督促状の送付、口座
合が行うこととなり、市町村は保険証の発行等窓口業 振替の推進、延滞金計算等の保険料収納・徴収事務を
務や保険料の徴収業務等を行うこととなった。市は広 行っている。後期高齢者医療制度の健全運営のため必
域連合による保険料決定に基づき、保険料額の期割計 要な事業と

令

なっている
算、通知、

和

収納などの事務を行う

 

 
「ＳＤＧｓの取り組

6

み：３」
 

①保険料の

年

期割計算、通知、納付

度

書作成し送付した
R5

（

年度に実施した具体的

5

な ②保険料の収納を行

年

った
事業の方法、手順

度

、指標に対す ③督促状

実

を送付した
る成果等 ④

施

滞納整理をした
⑤納付

分

額証明通知作成し、送

）

付した

事務事業を取り

事

巻く状況は過去と比べ

務

変化しているか (1)

事

活動指標（事務事業の

業

活動量を表す指標）

後

目

期高齢者医療の被保険

的

者増加 名称 単位
① 後期

評

高齢者医療保険料納付

価

額 千円
変 化

②
内 容

表

対象(この事業の対象

様

、範囲となる人、物)

式

(2)対象指標（対象

1

の大きさを表す指標）

-

①75歳以上の人 名称

1

単位
②65歳から74

記

歳で一定の障がいを有

入

する人 ① ７５歳以上の

日

人 人
② 65歳から74

令

歳で一定の障がいを有

和

する人 人

目的(この事

0

業によって上記対象を

7

どのような状態にした

年

いのか) (3)成果指

0

標（目的の達成度を示

1

す指標）

後期高齢者医

月

療保険料を納付しても

0

らう 名称 単位
① 後期高

8

齢者医療保険料未収金

日

千円
②

結果(上位基本

１

事業の意図) (4)結

事

果の成果指標（上位基

務

本事業の成果指標）

安

事

定した医療制度のもと

業

で、公平な負担により

の

、健康で安心して 名称

現

単位
暮らしてもらう ①

状

後期高齢者医療被保険

　

者数 人
② 後期高齢者医

Ｐ

療保険料収納率 ％

事務

Ｌ

事業の各種指標の実績

Ａ

と見込及び目標

R4年

Ｎ

度 R5年度 R5年度 R

及

6年度 R7年度 R8年

び

度 R9年度
指標 ＼ 

Ｄ

年度 単位
実績値 計画値

Ｏ

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
(1)の ①

務

千円 645,018 6

事

72,754 680,

業

777 717,539

名

756,286 797

N

,125 840,17

o

0
活動指標 ②
(2)の

.

① 人 6,054 6,1

5

32 6,430 6,7

6

77 7,143 7,5

8

29 7,935
対象指

後

標 ② 人 189 197 1

期

76 186 196 20

高

7 218
(3)の ① 千

齢

円 1,613 1,90

者

1 1,973 1,21

医

1 1,211 1,21

療

1 1,211
成果指標

保

②
(4)の結果の ① 人

険

6,243 6,352

料

6,606 6,963

賦

7,339 7,735

課

8,153
成果指標 ②

徴

％ 99.8 99.8 9

収

9.7 99.8 99.

事

8 99.8 99.8
予

務

算費目 会計 09 後期

政

高齢者医療特別会計 款

策

01 項 02 目 01

コス

こ

ト 年度 R4年度 R5年

の

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度 R9年

務

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

施

予算額)Ａ 単位 3,7

策

88 4,564 4,0

の

85 4,785 7,9

位

16 7,916 7,9

置

16

財
源
内
訳

 国庫支

基

出金 千円 0 0 0 0 0 0

本

0
 県支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 地方債 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

主

の他 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
 一般財源 千円 3,

課

788 4,564 4,

名

085 4,785 7,

課

916 7,916 7,

長

916
人件費Ｂ 千円 1

名

,896.6 1,89

こ

6.6 1,837.6

の

1,837.6 1,8

事

37.6 1,837.

務

6 1,837.6
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 110× 3 110

の

× 3 110× 3 110

開

× 3 110× 3 110

始

× 3 110× 3
正職員

時

以外の人件費 千円 73

期

5 735 676 676

事

676 676 676
そ

務

の他の費用Ｃ 千円 0 0

区

108 108 108 1

分

08 108
トータルコ

法

ストA+B+C 千円 5

定

,684.6 6,46

受

0.6 6,030.6

託

6,730.6 9,8

事

61.6 9,861.

務

6 9,861.6
単位

自

あたりコスト ① 千円/

治

人 0.9 1.1 0.9

事

1 1.4 1.3 1.2

務

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

こ

2)の対象指標）② 千

の

円/人 30.1 32.

事

8 34.3 36.2 5

務

0.3 47.6 45.

事

2

1

業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（目
その理由

業

的の追加・拡充又は絞

名

込）

必要はありません

N

か？ ■ ない

有
効
性

未納

o

者への早期折衝が必要

.

と考えられる
今以上に

5

事業の成果を向上

させ

6

る方法を記入して下さ

8

い。 内　容
※(3)の

後

成果指標を向上させる

期

　ことはできますか？

高

目的は達成している
目

齢

的達成状況 内　容

□民

者

間への一部委託 □民間

医

への全部委託
市関与の

療

必要性 □指定管理 □補

保

助金・負担金助成 ■市

険

の直営
内　容

　（実施

料

手法） 市で行う事務で

賦

ある

効
率
性

成果を向上

課

させることは難しいと

徴

考えられる
事務事業の

収

統廃合により、

事業の

事

効率化を図り、成果
内

務

　容
を向上させる方法

２

を記入し

て下さい。

事

評

業費、人件費の削減は

価

難しいと考えられる
現

　

状より事業費・人件費

Ｃ

を

削減する方法を記入

Ｈ

して下

さい。（仕様の

Ｅ

変更、外部 内　容
委託

Ｃ

、従事時間の削減等は

Ｋ

できないか？)

公
平
性

目

直接的な受益者はいな

的

い
□ ある □ 現状で適正

妥

受益者負担はあります

当

か？

また、受益者負担

性

割合は適 □ ない □ 検討

こ

が必要 内　容
正ですか

の

？
■ 受益者がいない

３

事

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

業

Ｏ
Ｎ

特に意見はなし 特

の

になし
事業実施上の課

必

題、住
民・議会等から

要

の意見 意　見 対応策
と

性

対応策

①保険料の期割

は

計算、通知、納付書 特

薄

になし
R6年度の事業

れ

計画は前 変　更
作成送

て

付②保険料の収納
年度

得

から変更・追加は 前年

ら

度 ・
③督促状の送付④

れ

滞納整理
あるか 追　加

て

⑤納付額証明通知作成

い

今後の事業・コスト・

る

成果の方向性 今後の事

い

業の方向性、改革・改

ま

善案
※今年度からの具

せ

体的な事業の進め方、

ん

手段の見直し等、各方

か

向性の内容

　　　　　

。

　　　　□　拡大 持続

十

可能な社会保障制度の

分

確立を図るための改革

な

の推
　　　　　　　　

成

　□　改善 進に関する

果

法律に基づく、医療保

が

険制度改革の実施状
　

理

　　　　　　　　■　

　

現状維持 況等を踏まえ

由

ながら、国や愛知県の

得

高齢者医療制度見
　　

ら

　　　　　　　□　縮

れ

小 直しに合わせて検討

て

する
　　　　　　　　

い

　□　統合
　　　　　

ま

　　　　□　完了
　　

す

　　　　　　　□　廃

か

止・休止
コストの方向

？

性
　　　　　　　　　

得

↑　増加
成果の方向性

ら

　　　　　　　　　→

れ

　維持

2

ていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 568 後期高齢者医療保険料賦課徴収事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

後期高齢者医療制度推進のため、必要である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

被保険者全てにかかわることである
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

公平な負担を

2

しなければならない
事

事

業進展等による環境変

務

化 □ ある
に伴い、目的



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 569 愛知県後期高齢者医療広域連合納付金事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 地域医療

主管課名 保険健康課 課長名 藤森　正意
この事務事業の開始時期 平成２０(2008)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

後期高齢者医療制度の開始に伴い、保険者業務全般を 広域連合の運営財源となる基盤安定負担金、保険料負
愛知県後期高齢者医療広域連合が行っている。市町村 担金、事務費負担金を広域連合からの請求に基づき納
は保険証の発行等窓口業務や保険料の徴収業務等を行 付する。後期高齢者医療制度の健全運営のため必要な
っている。 事業となっている
 
・基盤安定負担金…低所得者等の保険料軽減相当額
・保険料負担金…市町村が徴収した保険料等の実額
・事務費負担金…均等割10％、

令

後期高齢者人口割45

和

％
、人口割45％）
「

 

ＳＤＧｓの取り組み：

6

３」
愛知県後期高齢者

年

医療広域連合からの請

度

求に基づき、運営負担

（

金（基盤安定負担金
R

5

5年度に実施した具体

年

的な 、事務費負担金）

度

と徴収した保険料（保

実

険料負担金）を納付す

施

る
事業の方法、手順、

分

指標に対す
る成果等

事

）

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

務

いるか (1)活動指標

事

（事務事業の活動量を

業

表す指標）

後期高齢者

目

医療被保険者の増加 名

的

称 単位
① 後期高齢者医

評

療費給付額 千円
変 化

価

②
内 容

対象(この事

表

業の対象、範囲となる

様

人、物) (2)対象指

式

標（対象の大きさを表

1

す指標）

①75歳以上

-

の人 名称 単位
②65歳

1

から74歳で一定の障

記

がいを有する人 ① ７５

入

歳以上の人 人
② 65歳

日

から74歳で一定の障

令

がいを有する人 人

目的

和

(この事業によって上

0

記対象をどのような状

7

態にしたいのか) (3

年

)成果指標（目的の達

0

成度を示す指標）

被保

1

険者の保険料徴収を通

月

じて後期高齢者医療保

0

険制度を円滑に 名称 単

8

位
運用する ① 後期高齢

日

者医療保険料負担金額

１

千円
② 後期高齢者医療

事

事務費負担金額 千円

結

務

果(上位基本事業の意

事

図) (4)結果の成果

業

指標（上位基本事業の

の

成果指標）

安定した医

現

療制度のもとで、公平

状

な負担により、健康で

　

安心して 名称 単位
暮ら

Ｐ

してもらう ① 後期高齢

Ｌ

者医療被保険者数 人
②

Ａ

後期高齢者医療保険料

Ｎ

収納率 ％

事務事業の各

及

種指標の実績と見込及

び

び目標

R4年度 R5年

Ｄ

度 R5年度 R6年度 R

Ｏ

7年度 R8年度 R9年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

務

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
(1)の ① 千円 5,

名

007,898 5,2

N

23,238 5,50

o

9,386 5,806

.

,893 6,120,

5

465 6,450,9

6

70 6,799,32

9

2
活動指標 ②
(2)の

愛

① 人 6,054 6,1

知

32 6,430 6,7

県

77 7,143 7,5

後

29 7,935
対象指

期

標 ② 人 189 197 1

高

76 186 196 20

齢

7 218
(3)の ① 千

者

円 645,993 69

医

1,353 683,4

療

81 720,389 7

広

59,290 800,

域

292 843,508

連

成果指標 ② 千円 94,

合

556 106,987

納

104,365 110

付

,001 115,94

金

1 122,202 12

事

8,801
(4)の結

務

果の ① 人 6,243 6

政

,352 6,606 6

策

,963 7,339 7

こ

,735 8,153
成

の

果指標 ② ％ 99.8 9

事

9.8 99.7 99.

務

8 99.8 99.8 9

事

9.8
予算費目 会計 0

業

9 後期高齢者医療特

施

別会計 款 02 項 01 目

策

01

コスト 年度 R4年

の

度 R5年度 R5年度 R

位

6年度 R7年度 R8年

置

度 R9年度
実績値 計画

基

値 実績値 計画値 目標値

本

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

業

位 740,550 79

主

9,895 787,8

管

46 934,197 9

課

34,197 934,

名

197 934,197

課

財
源
内
訳

 国庫支出金

長

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

県支出金 千円 0 0 0 0

こ

0 0 0
 地方債 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

務

一般財源 千円 740,

事

550 799,895

業

787,846 934

の

,197 934,19

開

7 934,197 93

始

4,197
人件費Ｂ 千

時

円 1,232 1,23

期

2 1,232 1,23

事

2 1,232 1,23

務

2 1,232
正職員従

区

事時間×人数 時間×人

分

350× 1 350× 1

法

350× 1 350× 1

定

350× 1 350× 1

受

350× 1
正職員以外

託

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

務

千円 101 101 54

自

54 54 54 54
トー

治

タルコストA+B+C

事

千円 741,883 8

務

01,228 789,

こ

132 935,483

の

935,483 935

事

,483 935,48

務

3
単位あたりコスト ①

事

千円/人 122.5 1

業

30.7 122.7 1

の

38 131 124.3

根

117.9
（ﾄｰﾀﾙ

拠

ｺｽﾄ/(2)の対象

法

指標）② 千円/人 3,

令

925.3 4,067

事

.1 4,483.7 5

業

,029.5 4,77

の

2.9 4,519.2

概

4,291.2

1

要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
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有
効
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今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
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案
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コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 569 愛知県後期高齢者医療広域連合納付金事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

後期高齢者医療制度の健全運営のため必要な事業となってい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

後期高齢者医療制度の健全運営のため

様

必要な事業となってい

式

る
事業進展等による環

1

境変化
□ ある

に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
■ ない

んか？

務

後期高齢者医療制度の


